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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 （千円） 1,771,946 2,217,690 2,597,223 2,009,870 2,605,605

経常利益 （千円） 689,206 796,779 1,012,907 584,836 682,309

当期純利益 （千円） 323,835 368,718 475,023 280,714 388,858

純資産額 （千円） 2,357,775 2,566,441 3,037,483 3,286,301 3,876,638

総資産額 （千円） 3,033,791 3,156,119 3,982,845 4,056,498 5,357,985

１株当たり純資産額 （円） 568.41 629.78 732.96 790.95 877.97

１株当たり当期純利

益
（円） 76.74 89.43 115.74 67.68 93.66

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） 76.67 88.16 114.49 67.40 93.37

自己資本比率 （％） 77.7 81.3 76.3 80.9 69.4

自己資本利益率 （％） 14.4 15.0 17.0 8.9 11.1

株価収益率 （倍） 9.0 17.2 26.8 13.4 13.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 810,807 638,038 △266,011 △296,272 373,793

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 382,748 △20,656 △216,118 △284,832 △513,223

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △258,513 △160,109 △3,795 190,456 568,258

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 1,154,442 1,611,714 1,125,788 739,427 1,168,256

従業員数

（ほか、平均臨時雇

用者数）

（人） 99

(1)

101

(1)

100

(1)

103

(1)

113

(1)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２．第26期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 （千円） 1,760,259 2,178,622 2,553,604 2,000,076 2,555,276

経常利益 （千円） 694,866 769,388 1,004,482 668,082 669,438

当期純利益 （千円） 328,795 357,480 483,635 366,146 391,319

資本金 （千円） 1,084,500 1,084,500 1,084,500 1,084,500 1,084,500

発行済株式総数 （株） 4,268,000 4,268,000 4,268,000 4,268,000 4,268,000

純資産額 （千円） 2,362,734 2,560,163 3,039,816 3,368,725 3,803,685

総資産額 （千円） 3,034,476 3,130,222 3,966,669 4,135,402 5,257,224

１株当たり純資産額 （円） 569.60 628.24 733.52 812.11 898.47

１株当たり配当額

(うち１株当たり中

間配当額)

（円）
10

（－）

12

（－）

15

（－）

15

（－）

20

（－）

1株当たり当期純利

益
（円） 77.92 86.70 117.83 88.28 94.26

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） 77.84 85.47 116.57 87.91 93.96

自己資本比率 （％） 77.9 81.8 76.6 81.5 72.4

自己資本利益率 （％） 14.6 14.5 17.3 11.4 10.9

株価収益率 （倍） 8.9 17.7 26.3 10.3 13.2

配当性向 （％） 12.8 13.8 12.7 17.0 21.2

従業員数

(ほか、平均臨時雇用

者数)

（人） 96

(1)

99

(1)

91

(1)

91

(1)

107

(1)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２．第26期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

３．従業員数のほか「山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所」への出向者数は以下のとおりであります。

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 

社外への出向者数 （人） 114 134 137 145 158
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２【沿革】

年月 事項

昭和50年７月

 

昭和56年10月

山田晃久司法書士・土地家屋調査士事務所（現　山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所）の開

業

測量に関する一切の事業および不動産の有効活用に関するトータル的なサービスの提供を主たる

目的として、山田測量設計株式会社（資本金5,000千円）を横浜市神奈川区七島町１１３番地に設

立

昭和58年２月 横浜市西区北幸一丁目５番３号に本社を移転

昭和62年９月 定款変更を行い、測量から登記関連業務までのトータルシステムを確立

昭和62年11月 横浜市西区北幸一丁目１１番１５号（現所在地）に本社を移転

平成３年４月 東京方面の拠点として、東京都新宿区西新宿三丁目４番４号に東京支店を新設

平成３年６月 会社のイメージを一新し、業務内容の多様化に備え、商号を、株式会社山田総合事務所に変更

平成５年12月 東京都港区新橋三丁目７番４号に東京支店を移転

平成10年５月 東京都中央区銀座一丁目８番２１号に東京支店を移転

平成11年４月 東京都千代田区有楽町一丁目９番４号に東京支店を移転

平成11年６月 「債権管理回収業に関する特別措置法」に基づく許可の取得及び不良債権処理等におけるコンサ

ルティング業務、デューデリジェンス業務に参入するため商号を株式会社山田債権回収管理総合事

務所に変更

平成11年９月 債権管理回収業に関する特別措置法（いわゆる「サービサー法」）による債権管理回収業の許可

（法務大臣第２０号）並びにコンサルティング業務との兼業許可を取得

平成14年３月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成15年10月 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号に東京支店（現所在地）を移転

平成16年７月 ワイエスインベストメント株式会社（現・連結子会社）を設立

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年２月 株式会社日本エスクロー信託（現・連結子会社）を設立

平成19年２月 株式会社山田知財再生（現・連結子会社）を設立
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３【事業の内容】

当社グループは、当社（株式会社山田債権回収管理総合事務所）、子会社８社、関係会社３社及び当社のその他の関

係会社１社並びに重要な関連当事者である当社社長山田晃久が個人で経営する「山田司法書士・土地家屋調査士総

合事務所」（以下山田晃久事務所という。）で構成され、不動産売買、不良債権処理等に関連するコンサルティング・

デューデリジェンス業務から、測量サービス業務、登記サービス業務までいわゆる川上から川下までの一貫したサー

ビスを提供しております。

当社グループの業務内容並びに当社と関係会社及び山田晃久事務所の当該業務に係る関係は次のとおりでありま

す。

（１）登記サービス業務、測量サービス業務

　当社グループは、主として首都圏のマンションの新規分譲、一戸建ての新築物件を中心に一時に大量発生する土地

・建物の測量（測量サービス業務）並びに表示登記、所有権保存登記及び抵当権設定登記等（以上、登記サービス

業務）を一括処理するサービスを行っております。

　さらに、不動産の大規模な有効活用、相続対策等のコンサルティング業務より発生する土地・建物の測量、表示登

記、所有権保存登記、抵当権設定登記等も行っております。

なお、登記サービス業務は、司法書士法及び土地家屋調査士法の規定に基づき、司法書士・土地家屋調査士の委託を

受け、登記申請に係る登記申請書類及び添付書類のタイプ印書、謄写、印刷を当社が行っております。

　また、測量サービス業務は、主に土地の所有者及びその近隣者と共に境界を確認する境界立会業務、確認した境界

を確定させる確定測量業務、確定した境界を図面化する測量図作成業務等を当社が行っております。

（２）コンサルティング業務

　当社グループのコンサルティング業務は、不動産の有効活用、相続対策等不動産に関するコンサルティング業務

と、不良債権等第三者が買取った債権等のデューデリジェンス業務、債権の買取及び回収業務に大別されます。

①不動産に関するコンサルティング業務

　当社グループは、不動産の有効活用、相続対策等の不動産に関するコンサルティング業務を総合的に供しており

ます。不動産に関する相談は通常多岐にわたり、登記関係であれば、司法書士・土地家屋調査士、法律関係であれ

ば弁護士、税務関係であれば税理士と、さまざまな専門家に相談する必要があり、顧客にとっては総合的で満足の

いく十分なサービスを受けにくいというのが現状であります。

　当社グループでは、これらの専門家をコーディネートし、１箇所でコンサルティングから登記関連サービスを提

供すること(ワンストップサービス)で複雑な顧客のニーズにより的確に応えていくため従来の不動産の有効活用

・相続対策等の不動産に関するコンサルティング業務を財産管理コンサルティングと位置付け、子会社である㈱

船井財産コンサルタンツ横浜は不動産の有効活用と相続相談といった顧客のフロント部分を担当し、当社は不動

産の鑑定評価と不動産の売買仲介を担当し、役割分担を明確にしております。

②デューデリジェンス業務

　当社で提供するデューデリジェンス業務は、上記「(1)登記サービス業務、測量サービス業務」に記載した不動産

登記実務のノウハウをもとに第三者が買取った債権等に関する資料調査、資料作成等であります。具体的には、担

保評価に際して、担保状況を登記簿謄本より読み取る作業、不良債権等について回収見込み金額の見積り、債権売

却に伴う売主側責任としての資料調査及び実際の移転登記に必要な書類の作成（財産処分許可証明申請書）、債

権譲渡に関し生ずる一連の事務作業代行等であります。

③金融機関からの債権の買取り及び回収業務

　当社は主にメガバンク並びに地域金融機関等の債権についてデューデリジェンスを行い、入札・相対にて買取

りを行っております。また、ワイエスインベストメント株式会社は匿名組合出資者として再生ファンドに出資を

行っております。回収方法は、債務者との直接交渉による回収、任意売却による回収、他のサービサー会社へ委託

による回収等であります。

　また、当社は、不良債権処理ビジネスの一環として活発化してきました企業再生スキームの企画の段階から参画

し、各種のコンサルティング業務を行っております。

　この企業再生スキームとは、過剰債務に陥っている企業向けの債権を銀行などから買取り、経営立直しを通じて

回収を図る企業再生の手法であります。
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 （３）エスクロー信託業務

 　　　　当社グループが提供するエスクロー信託業務は、不動産取引等における売手・買手のリスクを保全し、資金決済の安

全性を確保するため、決済時に「第三者寄託制度」（信託機能）を使った手付金、売買代金を保全するエスクロー

信託業務であります。

　また、Ｍ＆Ａ取引において、ポスト・クロージング条件（取引成立後の履行義務条項）の履行確認後、資金を開放

したいというニーズにお応えするスキーム等を提案しております。

　上記事業の系統図は以下のとおりであります。

①登記申請業務は、「山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所」で受託し、同事務所が登記申請を行います。

②当社は、登記申請業務の内「登記申請書類及び添付書類のタイプ印書、謄写、印刷」のみを行い同事務所に売上

計上します。

③登記申請業務に関する報酬の請求・回収業務は、一括して当社がまとめて代行実施しております。

④③で代行回収した「山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所」の報酬から当社報酬を相殺し、残額を同事務

所に支払います。

⑤測量サービス業務やコンサルティング業務等は、当社が直接顧客から業務を受託します。
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⑥当社及びワイエスインベストメント株式会社は、投資事業組合に出資者として投資家と共に投資いたします。

４【関係会社の状況】

  当社のその他の関係会社１社については、損益等から重要性が乏しいため、関係会社の状況については記載を省略

しております。

 　 (1)連結子会社

名称 住所
資本金
又は出資金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

㈱船井財産コンサル

タンツ横浜

神奈川県横浜市

西区
10,000

財産に関する総合

コンサルタント業
88.0 役員の兼任２名

ワイエスインベスト

メント㈱　（注）１

神奈川県横浜市

西区
300,000 投資業 100.0 役員の兼任３名

㈱日本エスクロー信

託　　　　（注）１

神奈川県横浜市

西区
200,000 管理型信託業 100.0 役員の兼任２名

㈱山田知財再生

（注）２ 
東京都千代田区 3,000

知的財産権に関す

る業務
66.6 役員の兼任３名

㈱船井財産コンサル

タンツを営業者とす

る匿名組合

（注）１，３

東京都新宿区 218,758
再生ファンドへの

出資
－  なし

 ㈱船井財産コンサル

タンツを営業者とす

る匿名組合

 （注）１，３

東京都新宿区 110,143
再生ファンドへの

出資 
－  なし

 その他２社 － － － － －

　（注）１．特定子会社に該当しております。

 ２．平成19年２月に当社66.6％出資により、株式会社山田知財再生を設立いたしました。

 ３．株式会社船井財産コンサルタンツを営業者とする匿名組合は、再生ファンドへ出資する目的で組織された組

合であり、当社は当該匿名組合の出資総額の60％を出資しております。

 　 (2)持分法適用関連会社

名称 住所
資本金
又は出資金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

六本木７丁目ビル任

意組合　（注）１ 
東京都新宿区 70,000 不動産投資事業 －  なし

水上高原リゾート㈱

　　　　（注）

２

東京都港区 10
リゾート施設の経営

・運営・管理
5.0  なし

 荻窪ビル任意組合

（注）３
東京都杉並区 265,500 不動産投資事業 －  なし

　（注）１．六本木７丁目ビル任意組合は不動産を共同所有するために組成された民法上の任意組合であり、当社及び一

般投資家が出資を行っています。任意組合の出資金総額は240,000千円で当社の出資割合は29.1％でありま

す。

２．議決権の所有割合は20％未満ですが、実質的な影響力を持っているため関連会社としています。

 ３．荻窪ビル任意組合は不動産を共同所有するために組成された民法上の任意組合であり、当社及び一般投資家

が出資を行っています。任意組合の出資金総額は720,000千円で当社の出資割合は40.3％であります。

(3)重要な関連当事者

「３．事業の内容」のとおり重要な関連当事者である当社社長山田晃久が個人で経営する「山田司法書士・土地

家屋調査士総合事務所」（以下山田晃久事務所という。）の状況を関係会社に準じて参考までに記載すると以下の

とおりであります。

 （平成19年12月31日現在）
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容 議決権の所有割合
又は被所有割合

関係内容

山田司法書士・土地

家屋調査士総合事務

所

神奈川県横

浜市西区

― 登記関連事業 ― 当社に登記業務の一部

を委託している。

当社従業員158名が出

向している。

（注）１．法人格はなく当社代表取締役社長山田晃久が個人事業主として運営している事務所であります。

２．山田晃久事務所の所得は、以下の方法により算出されております。

①　当社及び山田晃久事務所との間で覚書を締結し、報酬総額を当社及び山田晃久事務所の人件費等総原価割合

で按分する。

②　山田晃久事務所の人員は、代表者山田晃久以外はすべて当社からの出向者であり、出向者の人件費等はすべて

事業所経費として事務所が負担する。

なお、最近２年間における同事務所に対する当社売上高、連結売上高、連結売上高に占める割合は以下の通りと

なっております。

 平成18年12月期 平成19年12月期

同事務所に対する当社売上高（千円） 990,699 884,721

連結売上高（千円） 2,009,870 2,605,605

連結売上高に占める割合（％） 49.3 34.0

３．主要な損益情報（平成18年12月期、平成19年12月期）

(1）山田晃久事務所売上高

平成18年12月期：2,560,998千円

 　　　　　 平成19年12月期：2,356,662千円

(2）山田晃久事務所税引前当期純利益（事務所所得）

平成18年12月期：355,875千円

            平成19年12月期：136,023千円

なお、当社では、株主総会で取締役の役員報酬の上限の承認決議を受けるに当たり、平成13年12月期に係る株主

総会より上述の山田晃久事務所の税引前当期純利益（いわゆる事務所所得）を勘案し決定しております。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 （平成19年12月31日現在）

業務の名称 従業員数（人）

登記サービス業務 45（１）

測量サービス業務 23（－）

コンサルティング業務 26（－）

エスクロー信託業務 ５（－）

　全社（共通） 14（－）

合計 113（１）

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．上記のほか、「山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所」への出向者が158人おります。

３. 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(2)提出会社の状況

 （平成19年12月31日現在）

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円）

107(1) 40才0ヵ月 　７年0ヵ月 4,761,600

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）内

に外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．上記のほか「山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所」（以下山田晃久事務所という。）への出向者が

158人おります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は、輸出や設備投資など企業関連の需要が成長を牽引し、個人消費も

底堅く推移しましたが、後半になり、米国でのサブプライムローン問題や原料高・円高・株安等の影響懸念などか

ら先行きに慎重な見方が出てきました。　

住宅投資は、６月に施行された建築基準法改正の影響で大幅に落ち込み、新設住宅着工戸数は、前年比17.8％減の

1,060千戸となりました。一方、全国銀行が抱える不良債権は、平成19年３月期で12.0兆円に減少し、一時期は８％台

にまで達した不良債権比率は2.5％に低下して、平時の水準に戻ったと見られています。

このような状況の下で、当社は「不動産・債権の取引のワンストップサービスの提供会社」として登記サービス

業務、測量サービス業務、サービサー・デユーデリジェンスを含むコンサルティング業務に取り組んでまいりまし

た。

また、連結子会社である株式会社日本エスクロー信託は、平成19年１月から信託機能の活用によるエスクロー信

託業務（第三者寄託制度）の営業を開始いたしました。

登記サービス業務では、厳しい住宅着工環境による戸建案件の落込みを、金融機関との取引案件拡大でカバーす

べく努力いたしましたが、受注件数は前年を下回り、会社と山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所との間で報

酬按分の結果、売上高は884百万円（前期比10.7％減）となりました。 

測量サービス業務では、戸建住宅案件に加え、サービサー部門との連携による複数の大型測量案件の受注により、

売上高は280百万円（前期比15.2％増）となりました。

コンサルティング業務では、デューデリジェンスの受注が中型案件中心となり売上が減少しましたが、サービ

サー業務において、債権買取並びに投資案件への取組みを積極的に進める一方、債権の管理回収体制の強化に努め、

大型の企業再生案件のクロージングが実現したほか、コンサルティング業務も不動産取引関連が堅調に推移し、売

上高は1,394百万円（前期比79.8％増）となりました。

        エスクロー信託業務では、国内の有力不動産会社をはじめ、外資系ファンド等に営業活動を展開した結果、不動産

取引における手付金・売買代金保全管理信託や、Ｍ＆Ａ取引における瑕疵担保留保金管理信託による信託報酬なら

びに不動産仲介による手数料の収入等の実績をあげ、売上高は45百万円となりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は2,605百万円（前期比29.6％増）となり、販管費でのバルク買取債権に対

する貸倒引当金繰入額の増加がありましたが、経常利益は682百万円（前期比16.7％増）、当期純利益は388百万円

（前期比38.5％増）となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が前期比

17.5％増加したことに加え、買取債権及び匿名組合等出資金の回収が堅調に推移したこと等により、当連結会計年度

末には1,168百万円（前期比58.0％増）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、373百万円（前期は296百万円の支出）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益681百万円、買取債権回収益832百万円、買取債権の購入による支出6,882百万

円、買取債権の回収による収入7,428百万円があったこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、513百万円（前期は284百万円の支出）となりました。

これは主に、投資事業組合出資金の払込による支出2,776百万円、投資事業組合出資金の返還による収入2,624百万

円、投資有価証券の取得による支出349百万円があったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、568百万円（前期は190百万円の収入）となりました。

これは主に、短期借入による収入12,466百万円、短期借入金の返済による支出11,971百万円があったこと等による

ものです。

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの業務は、登記サービス等の役務提供であり受注生産を行っていないため、生産実績及び受注状況につ

いて記載しておりません。

(1)販売実績

　当連結会計年度の販売実績を業務別に示すと、次のとおりであります。

業務別
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

登記サービス業務（千円） 884,721 89.3
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業務別
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

測量サービス業務（千円） 280,495 115.2

コンサルティング業務（千円) 1,394,891 179.8

エスクロー信託業務（千円） 45,496 －

合計（千円） 2,605,605 129.6

　（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

山田司法書士・土地家屋調査士

総合事務所
990,699 49.3 884,721 34.0

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社は、「公正」「中立」「迅速」な業務を通じて、社会発展に貢献することを使命とし、登記サービスとの連

携による他社にない「不動産・債権の取引のワンストップサービス会社」のビジネスモデルをより一層発展さ

せ、お客様や株主様から「必要とされる会社、選ばれる会社」として「山田ブランド」の更なる確立を目指してま

いります。具体的には次の課題に取り組んでまいります。

１．「独立系」サービサー会社として役割・機能の充実

「独立系」サービサー会社として、今後もメガバンク、外資系・地域金融機関等との適切な距離のもとで役割・

機能を発揮し、サービシングならびにデューデリジェンス等の取引を拡大してまいります。  

２．企業再生のための投融資業務の取り組み強化

中堅・中小企業の事業再生に向けて、出口を見据えた適切な融資、不動産の取得、不動産賃貸、投資等を複合的に

組み合わせ、事業再生支援の取り組みを積極的に行ってまいります。   

３．エスクロー信託業務（第三者寄託制度）を通じた信託業務への取り組み強化

平成19年１月に管理型信託業として開業した100％出資子会社「株式会社日本エスクロー信託」を通じて、信託

業務への取り組みを強化します。 

不動産売買時における売手・買手のリスクを保全すべく、決済時に「第三者寄託制度」（信託機能）を使って

のリスク保全方法の提案を手始めに、Ｍ＆Ａ決済時のリスク保全方法や不動産賃料保証としてのスキーム利用な

どを提案、また高齢化社会を反映した相続関連信託（遺言信託など）に取り組むなど、今後信託ビジネスへの強化

に積極的に取り組んでまいります。

４．「人財」の活用と専門能力のアップ、事務処理能力の高度化

当社の企業価値の源泉である「大量」「迅速」に「専門的」な事務をこなす「事務処理能力」の高さは、「専

門的能力」を持った「人財」と当社の事務処理体制にあります。より一層の「人財」の活用と専門的能力のアッ

プ、ならびにコンピューターを駆使した事務処理能力の高度化に今後も積極的に取り組んでまいります。

５．多面的業務提携の推進とグループ経営の強化

当社と親密な取引関係のある株式会社船井財産コンサルタンツ様や、株式会社日本Ｍ＆Ａセンター様を始め、特

色あるお取引先と多面的な業務提携を推進し、取引機会の拡大に取り組んでまいります。

また、グループ会社の有形・無形の財産を有効に活用し、他社に例をみない企業集団を形成してまいります。

６．内部統制の充実とコンプライアンス

会社法・金融商品取引法等で求められる高度な企業のコンプライアンス、リスクマネジメント、コーポレート・

ガバナンスに対応すべく、内部体制の整備・強化に取り組んでまいります。

７．株式会社の支配に関する基本方針について

一　基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値

ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考

えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき

行われるべきものと考えております。なお、当社は、当社株券等について大量買付がなされる場合、これが当社

の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株券等の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する

明白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や

株主が株券等の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十

分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収

者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なく

ありません。

当社は、企業価値の確保・向上に努めておりますが、特に、当社の企業価値の源泉は、①「公正」で「中立」

な立場を堅持するどの企業グループにも属しない「独立性」、②不動産鑑定士・測量士などに代表される「専

門的能力」を持った「人財」、③「大量」な事務処理を「迅速」にこなせる「事務処理能力」、④常に変化を

先取りする「進取の気性」にあります。

当社株券等の大量買付を行う者が当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させら

れるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては必要か

つ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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二　基本方針の実現に資する特別な取組み

１　当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて

当社は、上記の企業価値の源泉を維持・発展させつつ、「公正」「中立」「迅速」な業務を通じて、社会発展

に貢献することを使命とし、かかる使命を全うするためにも、今までも、そして今後も「公正」「中立」な立場

を堅持し、登記サービスとの連携による他社にない「不動産・債権の取引のワンストップサービスの提供会

社」のビジネスモデルをより一層強化して、ゆるぎない経営基盤を築きながら、企業価値ひいては株主共同の

利益の確保・向上に努めております。具体的には、当社は、かかる企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上のため以下の取組みを行ってまいります。

① 「独立系」サービサー会社としての立場の堅持

当社の特色である「独立系」サービサー会社として、今後もメガバンク、外資系・地域金融機関等と適切な

距離を保った取引関係を構築し、どの企業グループにも属しない「独立性」を堅持します。また「独立性」を

堅持するうえで、資本ポジションでの「独立性」が保たれるよう取組みを行ってまいります。

②  企業再生のための投融資業務の取組み強化

中堅・中小企業の事業再生に向けて、出口を見据えた適切な融資、不動産の取得、不動産賃貸、投資等を複合

的に組み合わせ、「公正」「中立」な事業再生支援の取組みを積極的に行ってまいります。

③　エスクロー信託業務（第三者寄託制度）を通じた信託業務への取組み強化

平成19年１月に管理型信託業として開業した100％出資子会社「株式会社日本エスクロー信託」を通じて、

信託業務への取組みを強化します。「信託」機能を発揮するためにも、従来にも増して「公正」「中立」「独

立性」の立場を堅持する体制強化に取り組んでまいります。

④ 「人財」の活用と専門的能力のアップ、事務処理能力の高度化

当社の企業価値の源泉である「大量」「迅速」に「専門的」な事務をこなす「事務処理能力」の高さは、

「専門的能力」を持った「人財」と当社の事務処理体制にあります。より一層の「人財」の活用と専門的能力

のアップ、ならびにコンピューターを駆使した事務処理能力の高度化に今後も積極的に取り組んでまいりま

す。

⑤　グループ経営の強化

当社のビジネスモデルを実現していくため、グループ会社の有形・無形の財産を有効に活用し、他社に例を

みない企業集団を形成してまいります。

２　企業価値ひいては株主共同の利益向上の基盤となる仕組み―コーポレート・ガバナンスの整備

　当社は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を目指した効率的かつ健全な経営のために、活力と柔軟性を

持ったマネジメントシステムを構築できるよう不断に経営体質の改善に努めております。中でもコーポレート

・ガバナンスへの取組みは中核的かつ重要なマネジメントシステムと認識し、経営の透明性を確保し、取締役

会による経営監督機能を強化するため、また「債権管理回収業に関する特別措置法」第５条第４項に対応する

ため、従来より社外取締役(弁護士)を２名、また社外監査役（税理士）を２名選任し、コーポレート・ガバナン

スの充実に努めております。
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三　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

１　本プランの目的

上記基本方針のとおり、当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付又はその提案

を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えています。

そこで、当社は、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配され

ることを防止するための取組みとして、当社は、平成19年12月26日開催の取締役会決議に基づき、当社株券等の

大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を導入いたしました。

本プランは、当社株式に対する大量買付が行われた際、大量買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、

あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者

と交渉を行うこと等を可能とするものであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する大量買付等

を抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的としております。

２　対象となる大量買付等

本プランにおきましては① 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上とな

る買付等、② 当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関

係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け、③ これらに類似する行為、又は④ それらの提案

（以下、単に「買付等」と総称します。）を対象とします。

３　買付者等に対する情報提供・買付説明書の要求

当社の株券等について買付等が行われる場合、当社取締役会は、当該買付等を行う者（当社取締役会が友好

的と認めるものは除きます。）（以下「買付者等」といいます。）に対して、買付等の内容の検討に必要な情報

及び当該買付者が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（買付説

明書）の提出を求めます。

４　取締役会の検討

当社取締役会は、買付者等からの情報・資料等（追加的に提供を要求したものも含みます。）の提供が十分

になされたと認めた場合、評価、検討、交渉及び意見形成のために実務上必要と認められる期間を設定します。

取締役会は当該期間中に、独立委員会に諮問するか、株主総会を招集のうえ、同総会（以下「株主意思確認株

主総会」といいます。）に議案として付議するか、又は、株主の皆様に対し、当該買付者等による権利行使は認

められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨

の取得条項が付された新株予約権（その主な内容は、平成19年12月26日付当社プレスリリース「当社株券等の

大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入について」（以下「防衛策プレス」といいます。）をご確

認ください。）（以下「本新株予約権」といいます。）の無償割当てに関する賛否を書面にて表明するよう促

す等、適切な株主意思の確認手続（以下「株主意思確認手続」といいます。）を実施するか、について決議する

ものとします。

５　独立委員会への諮問

取締役会が独立委員会に諮問をした場合、独立委員会は、買付者等から提出された情報、当社取締役会からの

意見や根拠資料、（独立委員会の求めに応じて当社取締役会が提示した場合には）当該買付等に対する代替案

等取締役会からの情報提供が十分になされたと認めた場合に検討期間（原則として最長60日）を設定します。

独立委員会は、当該期間中に、取締役会から提供された情報等に基づき、買付者等の買付等の内容の評価、検

討等を行うものとします。

なお、独立委員会は独立委員会規則（その概要については防衛策プレス添付の別紙１をご参照ください。）

に従い、（i）当社社外取締役、（ii）当社社外監査役又は（iii）社外の有識者で、当社経営陣から独立した者の

みから構成され（本プラン導入当初の構成員は当社社外取締役２名及び社外監査役１名です。）、上記評価、検

討等に際しては、必要に応じて、当社の費用で独立した外部専門家等の助言を独自に得ること、買付者等との交

渉を行うこと等ができるものとします。

独立委員会は、買付者が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は、買付者等の買付等の内容の検

討、買付者等との協議・交渉の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすおそれのある買付等である場合等、本プランに定める要件のいずれかに該当し、後述する本新株

予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権

の無償割当てを実施することを勧告します。

当社取締役会は、この勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償割当ての実施を決議し、別途定める割当期

日における当社の最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された当社以外の株主に対し、その保有す

る当社株式１株につき本新株予約権２個を上限として別途定める割合で、本新株予約権を無償で割り当てま

す。
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６　株主の皆様の意思確認手続

当社取締役会は、実務上相当と認める場合には、（i）株主意思確認株主総会を招集し、本新株予約権の無償割

当てに関する議案を付議すること、又は（ii）株主意思確認手続をとることができるものとします。

当社取締役会は、（i）株主意思確認株主総会において本新株予約権の無償割当てに関する議案が承認された

場合、又は（ii）株主意思確認手続において当社の総株主の議決権の過半数を有する株主の皆様が本新株予約

権の無償割当てを実施することに賛成の意思を有していることが明らかとなった場合には、株主意思確認株主

総会の決議又は株主意思確認手続の結果に従い、本新株予約権の無償割当てに必要な手続を遂行します。

この場合、当社取締役会は、本新株予約権の無償割当ての実施を決議し、別途定める割当期日における当社の

最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された当社以外の株主に対し、その保有する当社株式１株に

つき本新株予約権２個を上限として別途定める割合で、本新株予約権を無償で割り当てます。

７　情報開示

当社取締役会及び独立委員会は、本プランに基づく手続が開始された段階から、本新株予約権の割当て、取得

等に至るまでの本プランに関する各過程において、当該過程において実施された手続概要その他当社取締役会

又は独立委員会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。

８　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社株式１株当たりの価額は１円とします。

９　本プランの有効期間、変更、廃止

本プランは、平成19年12月26日付でその効力が生じており、平成20年３月28日開催の当社定時株主総会にお

いて本プランの更新を議案としてお諮りし、同議案にご承認いただいておりますので、本プランの有効期間は

３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで更新されております。

但し、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場

合、又は②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止

・撤回されるものとします。

四　上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記二、三に記載した「基本方針の実現に資する特別な取組み」「基本方針に照らして不適切な者によって

当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み」は、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上させることを目的として行われる取組みであり、当社の基本方針に沿うとともに、

また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

特に本プランは、経済産業省及び法務省から発表された買収防衛策に関する指針の要件等に完全に充足して

いること、株主意思を重視するものであること（更新時又は（必要に応じて）本プランの発動時に行われる株

主総会決議とサンセット条項）、本プランの発動時等において株主意思の確認を実施できない場合には独立性

の高い社外者から構成される独立委員会の判断を経ることが必要とされており、かつ独立委員会は当社の費用

で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、株主の皆様に対しては本プランに関して適時に

適切な情報開示が行われることが想定されていること、本プランの発動に関して合理的な客観的要件が設定さ

れていること、当社取締役の任期が１年であること、いわゆるデッドハンド型やスローハンド型買収防衛策で

はないことなどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有することからも、企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するものと判断しております。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えら

れる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投

資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示して

おります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める所存であります。

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、別段の記載の無い限り、当連結会計年度

末現在において判断したものであります。

１．個人情報の取扱いについて

当社グループでは事業の特性上、大量な個人情報を取り扱っております。

個人情報の保護については、「個人情報の保護に関する法律」の他に、サービサー業務において法務省は「債権管

理回収業分野における個人情報の保護に関するガイドライン」を策定しており、また、これを受けて全国サービ

サー協会は「債権管理回収業における個人情報保護に関する自主ルール」を策定しております。

 当社グループは、これらの法令・諸規則を遵守し、個人情報の保護について全社員に誓約書の提出を義務付け、Ｊ

ＩＳＱ15001規格に則り「個人情報保護コンプライアンス・プログラム」を策定するなど管理体制の整備・強化を

図っております。また、「プライバシーマーク」の認証取得企業として、なお一層、全役員、全従業員への教育を徹底

するとともに定期的に内部監査の実施にも取り組んでまいります。

 しかしながら、内部者、または外部者による不正なアクセスにより、顧客情報・当社機密情報が漏洩したり、漏洩

した情報が悪用された場合、顧客の経済的・精神的損害に対する損害賠償等、直接的な損害が発生する可能性があ

ります。加えて、かかる事件が報道され、当社のレピュテーション・リスクが顕在化し、顧客・マーケット等の信頼

を失うなど事業環境が悪化することにより、当社の事業、業績および財政状態に悪影響を与えるおそれがあります。

２．人材の確保について

当社グループでは「不動産・債権の取引のワンストップサービス」を提供するための高い専門性を必要とし、優

秀な人材を確保することが求められております。従業員の定着率向上のために人事、教育、研修制度の充実に努め、

また、継続的に優秀な人材を確保できる体制の確立を目指しております。

 しかしながら、優秀な人材を確保できなかった場合、または退職者が著しく増加した場合、事業拡大の制約となり

業績に悪影響を与えるおそれがあります。

３．法的規制について

(1）司法書士法及び土地家屋調査士法

司法書士法及び土地家屋調査士法により、登記の申請業務につきましては、以下の規制を受けております。

① 登記申請業務は、司法書士・土地家屋調査士以外は他の者から受託できない。

② 登記申請業務に関し、 (ア)法律的判断、指示書作成、(イ)代理人及び職印の押印並びに当該書類の法務局提出に

ついて司法書士・土地家屋調査士以外の者はできない。

 このため、登記サービス業務におきましては、司法書士・土地家屋調査士からの受注により、登記申請書類及び

添付書類のタイプ印書、謄写、印刷のみを行っております。

(2）債権管理回収業に関する特別措置法

当社では、不良債権処理に関連する債権買取・債権管理回収業務等を行うため、「債権管理回収業に関する特

別措置法」に基づく許可を平成11年９月３日に法務大臣から取得しております（許可番号：第20号）。

　同法により、弁護士の取締役への登用、５億円以上の資本金、債権回収管理会社に係る認可、取り扱い業務の範

囲、行為規制、行政当局による監査・立入検査等の規制を受けております。

(3）信託法及び信託業法

当社100％出資子会社である株式会社日本エスクロー信託は、信託業法により管理型信託業として平成18年11

月22日に関東財務局長の登録を受けております。（関東財務局長（信）第３号）。

　同社は、信託法及び信託業法により、信託業者に対する免許基準、業務の範囲、行為準則、監督規制などの規制を

受けております。

４．山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所との取引について

「３．法的規制について」に記載いたしましたとおり、司法書士法・土地家屋調査士法による規制を受けるた

め、登記申請に関する業務の内、山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所（以下、「同事務所」と言う。）より登

記申請書類及び添付書類のタイプ印書、謄写、印刷を受託する形になっております。

　当社は、今後、コンサルティング業務、デューデリジェンス業務、サービサー業務、エスクロー業務等の拡大を図っ

てまいりますので、同事務所との取引比率は順次逓減していく事が想定されます。
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　なお、最近３年間における同事務所に対する売上高は以下のとおりとなっております。

 （単位：千円）

 
平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期

同事務所に対する売上高 1,022,641 990,699 884,721

連結売上高 2,597,223 2,009,870 2,605,605

連結売上高に占める割合 39.4 49.3 34.0 

５【経営上の重要な契約等】

相手先 期間 内容

山田司法書士・土地家屋

調査士総合事務所

平成8年1月1日から平成8

年12月31日まで。以降１

年毎に更新

山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所か

らの委託による登記申請書及びその添付書類

等のタイプ印書、謄写、印刷

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要な事項につきましては、過去の実績等を勘案し、合理的

と判断される基準に基づいて行っております。詳細につきましては「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　「連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」」に記載しております。

(2）財政状態の分析

当連結会計年度末における財政状態は、総資産5,357百万円（前連結会計年度比32.1％増）、株主資本3,685百万円

（同13.1％増）となりました。

（流動資産）

当連結会計年度末の流動資産の残高は、3,793百万円（前連結会計年度比636百万円増）となりました。

これは主に、買取債権の購入、回収等による現金及び預金426百万円の増加と買取債権271百万円の増加、貸倒引当

金245百万円の増加によるものであります。

（固定資産）

当連結会計年度末の固定資産の残高は、1,564百万円（前連結会計年度比664百万円増）となりました。

これは主に、投資有価証券658百万円の増加によるものであります。

（流動負債）

当連結会計年度末の流動負債の残高は、1,320百万円（前連結会計年度比695百万円増）となりました。

これは主に、短期借入金495百万円の増加、税金等調整前当期純利益が増加したことによる未払法人税等139百万

円の増加によるものであります。

（固定負債）

当連結会計年度末の固定負債の残高は、160百万円（前連結会計年度比15百万円増）となりました。

これは主に、退職給付引当金14百万円の増加によるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末の純資産の残高は、3,876百万円（前連結会計年度比590百万円増）となりました。

これは主に、当期純利益388百万円の計上、新規連結に伴う少数株主持分154百万円の増加、自己株式の売却による

86百万円の増加であります。
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(3）経営成績の分析

当連結会計年度において住宅投資は、６月に施行された建築基準法改正の影響で大幅に落ち込み、新設住宅着工

戸数は、前年比17.8％減の1,060千戸となりました。一方、全国銀行が抱える不良債権は、平成19年３月期で12.0兆円に

減少し、一時期は８％台にまで達した不良債権比率は2.5％に低下して、平時の水準に戻ったと見られています。

このような状況の下で、当社は「不動産・債権の取引のワンストップサービスの提供会社」として登記サービス

業務、測量サービス業務、サービサー・デユーデリジェンスを含むコンサルティングの業務に取り組んでまいりま

した。また、連結子会社である株式会社日本エスクロー信託は、平成19年１月から信託機能の活用によるエスクロー

信託業務（第三者寄託制度）の営業を開始いたしました。

この結果、当連結会計年度の売上高は2,605百万円（前期比29.6％増）となり、販管費でのバルク買取債権に対す

る貸倒引当金繰入額の増加がありましたが、経常利益は682百万円（前期比16.7％増）、当期純利益は388百万円（前

期比38.5％増）となりました。

（売上高）

登記サービス業務では、厳しい住宅着工環境による戸建案件の落込みを、金融機関との取引案件拡大でカバーす

べく努力いたしましたが、受注件数は前年を下回り、会社と山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所との間で報

酬按分の結果、売上高は884百万円（前期比10.7％減）となりました。

測量サービス業務では、戸建住宅案件に加え、サービサー部門との連携による複数の大型測量案件の受注により、

売上高は280百万円（前期比15.2％増）となりました。

コンサルティング業務では、デューデリジェンスの受注が中型案件中心となり売上が減少しましたが、サービ

サー業務において、債権買取並びに投資案件への取組みを積極的に進める一方、債権の管理回収体制の強化に努め、

大型の企業再生案件のクロージングが実現したほか、コンサルティング業務も不動産取引関連が堅調に推移し、売

上高は1,394百万円（前期比79.8％増）となりました。

　　　　エスクロー信託業務では、国内の有力不動産会社をはじめ、外資系ファンド等に営業活動を展開した結果、不動産取引

における手付金・売買代金保全管理信託や、Ｍ＆Ａ取引における瑕疵担保留保金管理信託による信託報酬ならびに

不動産仲介による手数料の収入等の実績をあげ、売上高は45百万円となりました。

（営業利益）

　販売費および一般管理費においては、買取債権に係る貸倒引当金繰入額の増加等により、販売費および一般管理費

は757百万円（前連結会計年度比40.3％増）となり、営業利益は564百万円（前連結会計年度比23.4％増）となりま

した。

（営業外損益）

　営業外損益においては、投資事業組合等の投資利益及び投資損失をそれぞれ計上し、また、支払利息57百万円計上

したことにより、営業外費用は前連結会計年度比77百万円増加しております。

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に

記載しております。

(5）経営戦略の現状と見通し

 当社は「不動産・債権の取引のワンストップサービス」をビジネスモデルとして、一貫した効率的なサービス

のご提供と高い専門性を発揮し、お客様の多様なニーズにお応えすることを通して他社との差別化をはかり、安定

的・継続的な成長を実現してまいります。

特に当社が、設立30周年を迎える平成22年に向けての中長期的な戦略として、これまでの取組みを一層強化し、お

客様や株主様にとっての「存在感」すなわち企業価値を高めることに努めてまいります。 

お客様や株主様との長期的な信頼関係を構築していくことを目的に、めざす姿を「必要とされる会社・選ばれた

会社」とし、「山田ブランド」の更なる確立を目指します。

登記サービスについては主要取引先でのシェア拡大とともに新規取引先の獲得を目指します。また一括大量処理

案件に対応できる当社の強みを生かし、全国登記所のオンライン化の進展や債権の流動化に伴う登記の一括大量処

理案件の受注獲得にも取り組みます。

コンサルティングは戦略的アライアンスによる受注機会の拡大、債権買取および再生ビジネスの拡大、ストック

型ビジネスの育成に取り組み、戦略事業と安定収益事業のバランスを保ちつつ長期的な成長を目指します。 

当社の子会社である株式会社日本エスクロー信託は平成19年１月より営業を開始しております。サービスの内容

および販路の構築など着実に基盤整理が整い始め、登記サービスや不動産取引等との関連で相乗効果も見込んでお

ります。
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株式会社船井財産コンサルタンツ、株式会社日本Ｍ＆Ａセンターとの戦略的アライアンス契約により、専門性の

高いパートナーを得られたことで、強固なパートナーシップの構築が進みました。このネットワークを活用し、再生

ビジネスやエスクロー・サービスなどの有望なビジネス拡大に努めてまいります。 

全社一体となってお客様のニーズに応え、情報の共有化をはかり、総合力を強化して収益力を高め、当社のビジネ

スモデル「不動産・債権の取引のワンストップサービス」を実現してまいります。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　①キャッシュ・フローの分析　

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) 

キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　②資金需要

当社グループの資金需要は、主にサービサー業務における債権の買取資金及びサービサー業務に関連するファン

ドへの投資資金であります。

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載してあります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資は３百万円でありました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　主要な設備は、以下のとおりであります。

(1)提出会社

 （平成19年12月31日現在）

区分
事業所名
(所在地) 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
(人)建物 車両運搬具 器具備品

土地
(面積㎡) 合計

事業所設

備

本社

(横浜市西区)

事務及び販

売設備
13,392 9,724 12,969 － 36,087

104

（1） 

東京支店

(東京都千代田区)
販売設備 6,874 － 1,543 － 8,418

3

（－） 

その他の

設備

賃貸不動産 － 8,762 － －
75,786

(242.14)
84,548

－

（－） 

厚生施設 － 2,993 － 138
573

(40.53)
3,705

－

（－） 

 (注) 1.　金額は帳簿価額であり、土地・建物のうち賃貸不動産に係る部分は貸借対照表上、「投資不動産」として処理し

ております。なお、金額には消費税等は含めておりません。

2.　従業員数の欄の（　）は臨時従業員で外数で表示しております。

3.　本社及び東京支店の建物は賃借しており、年間の賃借料は各々57,247千円及び2,863千円であります。

4.　賃貸不動産の内訳は次のとおりであります。

区分 所在地 建物（千円）
土地

面積(㎡) 金額（千円）

貸マンション

貸駐車場

神奈川県相模原市 4,473 37.90 10,515

神奈川県藤沢市 208 174.74 53,900

東京都葛飾区 2,043 16.68 5,091

横浜市港南区 2,036 12.82 6,279

5.　厚生施設の内訳は次のとおりであります。

区分 所在地 建物（千円）
土地

面積（㎡） 金額（千円）

リゾートマン

ション

新潟県南魚沼郡湯沢町 1,098 20.07 169

長野県下高井郡山ノ内町 1,894 16.48 404

群馬県吾妻郡長野原町 － 3.98 －

6.　上記のほか、リース契約による主要な賃借設備は次のとおりであります。

 　　　　（1）提出会社

名称 数量
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

情報処理機器 一式 ５ 59,003 148,495

  　　　　（2）国内子会社
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会社名  名称 数量
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

（株）日本エス

クロー信託
 信託業用システム 一式 ５ 9,845 22,774

 （注）全て所有権移転外ファイナンス・リース取引であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

　重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。

EDINET提出書類

株式会社山田債権回収管理総合事務所(E05275)

有価証券報告書

21/88



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,072,000

計 15,072,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,268,000 4,268,000 ジャスダック証券取引所 －

計 4,268,000 4,268,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

　　平成15年３月26日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 250 240

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同　　左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 25,000 24,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 651 651

新株予約権の行使期間
自　平成17年4月1日

至　平成20年3月31日
同　　左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　651

資本組入額　　326

発行価格　　　651

資本組入額　　326

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の一部行使はで

きない。

・その他の条件は新株予約権

割当契約に定める。

同　　左

新株予約権の譲渡に関する事項

・新株予約権の第三者への譲

渡、質入その他一切の処分は

認めない。

・新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要する。

・その他の条件は新株予約権

割当契約に定める。

同　　左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、分割または併合の比率に応じ比例的に調整するものと

し、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。
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　　　２．当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

   
既発行株式数+

新規発行または処分株式数×1株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1株当たりの時価

既発行株式数+新規発行または処分株式数

（３）【ライツプランの内容】

 　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年５月１日

（注）
－ 4,268 － 1,084,500 △683,925 271,125

　　（注）　旧商法第289条第２項に基づく取崩によるものであります。

（５）【所有者別状況】

 平成19年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 7 29 5 2 1,995 2,045 －

所有株式数

（単元）
－ 629 285 21,802 2,782 5 17,176 42,679 100

所有株式数の

割合（％）
－ 1.47 0.67 51.08 6.52 0.01 40.25 100.0 －

（注）１.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12単元含まれております。

　　　２.「個人その他」の欄には、自己株式が345単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

平成19年12月31日現在 

氏名又は名称  住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％）

有限会社ヤマダ  横浜市港北区篠原台町2-18 1,070 25.07

山田  晃久  横浜市港北区 640 15.00

株式会社ＴＺＣＳ  東京都中央区日本橋室町3-2-15 449 10.52

株式会社スルガコーポレーショ

ン
 横浜市神奈川区台町15-1 313 7.34

株式会社

IOMAINVESTMENTJAPAN

 東京都千代田区外神田３丁目

７番9号
215 5.04

ノーザン トラスト カンパニー

  エイブイエフシー リ ノーザ

ン トラスト ガンジー ノン ト

リーティー クライアンツ

（常任代理人　香港上海銀行東

京支店）

 50 BANK STREET CANARY WH

ARF LONDON E14 5NT.UK

（東京都中央区日本橋３丁目11

番1号）

183 4.29

山田　由紀子  横浜市港北区 176 4.12

佐藤  新一  東京都大田区 99 2.33

株式会社船井財産コンサルタン

ツ

 東京都新宿区西新宿２丁目4番

1号
84 1.98

ノーザン トラスト カンパニー

  エイブイエフシー リ ノーザ

ン トラスト ガンジー アイ

リッシュ クライアンツ 

（常任代理人　香港上海銀行東

京支店）

 50 BANK STREET CANARY WH

ARF LONDON E14 5NT.UK

（東京都中央区日本橋３丁目11

番1号）

77 1.81

計  　― 3,309 77.54

（注）１．上記のほか、自社名義の株式が34,500株あります。

　　　２．上記所有株式数のほか、役員持株会を通じて所有している株式数の主な内訳は以下のとおりであります。

　　　　　　　山田晃久　　　21,387株

 ３．株式会社ジャスティス債権回収は、平成20年１月８日付で大量保有報告書を東北財務局に提出され、下記のと

おり平成19年12月28日現在で675千株（保有割合15.82％）の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、

当社としては、株式会社ジャスティス債権回収の平成19年12月31日現在における実質所有株式数の確認ができま

せん。なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりです。

　名　　　　称 所有株式数
発行済株式総数に対する所有株式数の

割合

 株式会社ジャスティス債権回収 675千株 15.82　％ 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　  34,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 4,233,400 42,334 －

単元未満株式 100 － －

発行済株式総数 4,268,000 － －

総株主の議決権 － 42,334 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株、議決権の数の欄には、同

機構名義の完全議決権株式に係る議決権12個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 ㈱山田債権回収管

理総合事務所

横浜市西区北幸

1-11-15
34,500 － 34,500 0.81

計 － 34,500 － 34,500 0.81

（８）【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成15年3月26日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役、監査役および従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同　上

新株予約権の行使時の払込金額 同　上

新株予約権の行使期間 同　上

新株予約権の行使の条件 同　上

新株予約権の譲渡に関する事項 同　上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

    （１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　該当事項はありません。

 

　  （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　該当事項はありません。

 

　  （４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 84,900 100,012 － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（新株予約権の権利行使）
500 325 1,000 651

保有自己株式数 34,500 － 33,500 －

 （注）その他（新株予約権の権利行使）の当期間については、平成20年３月１日から有価証券報告書提出日までの新株

予約権の権利行使株式数を含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つと位置付け、業績・配当性向を総合的に勘案しながら安定

かつ継続的な配当の維持を基本方針としております。

また、内部留保資金につきましては、企業体質の強化を図り将来の事業拡大のために活用して行く方針でありま

す。

当社は、期末配当の年1回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は、株主

総会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり20円の配当を予定しております。

今後も、安定配当と配当性向を総合的に勘案しながら、株主の皆様のご期待にお応えできるよう努力して参る所存

でございます。

 　　　当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりますが、通期の経営成績

を踏まえた上で年度末における配当のみを行っております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成20年３月28日

 定時株主総会決議
84 20

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高（円） 1,060
1,535

※2,340
3,250 3,250 1,564

最低（円） 410
1,241

※650
1,489 743 872

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。

なお、第24期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,496 1,490 1,338 1,310 1,310 1,250

最低（円） 1,416 1,360 1,160 1,200 1,173 1,175

 （注）最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

代表取締役社

長
 山田　晃久 昭和21年６月８日生

昭和50年７月 個人にて山田晃久司法書士・

土地家屋調査士事務所（現・

山田司法書士・土地家屋調査

士総合事務所）開設

昭和56年10月 山田測量設計株式会社（現株

式会社山田債権回収管理総合

事務所）設立

 代表取締役社長（現任）

平成11年11月 株式会社船井財産コンサルタ

ンツ横浜

 代表取締役社長（現任）

平成16年７月 ワイエスインベストメント株

式会社代表取締役社長（現

任）

 平成19年２月 株式会社山田知財再生代表取

締役社長（現任）

（注）４ 664

常務取締役 管理本部長 湯澤　邦彦 昭和18年８月１日生

昭和61年11月 日本オートマチックマシン株

式会社

平成４年８月 当社入社

平成８年４月 当社総務部長（現任）

平成９年３月 当社取締役

平成12年５月 当社常務取締役（現任）

平成19年４月 当社管理本部長（現任）

（注）４ 9

常務取締役 営業本部長 髙橋　文雄 昭和22年９月15日生

平成11年３月 浜銀モーゲージサービス株式

会社 代表取締役

平成12年７月 当社顧問

平成12年10月 当社営業本部長（現任）

平成13年３月 当社常務取締役（現任）

（注）４ 3

取締役  山﨑　祐民 昭和31年10月５日生

平成18年４月 横浜銀行より当社へ出向

平成19年１月 当社転籍

平成19年３月 当社取締役（現任）

（注）４ 1

取締役  清水　紀代志 昭和15年３月10日生

昭和44年４月 東京弁護士会登録

平成３年４月 最高裁判所民事弁護教官

平成８年４月 中央大学法学部法律学科講師

平成９年４月 日本弁護士連合会代議員会議

長

平成11年６月 当社取締役（現任）

株式会社東理ホールディング

ス監査役（現任）

（注）４ 2

取締役  米山　健也 昭和38年12月13日生

平成４年４月 東京弁護士会登録

平成８年４月 米山健也法律事務所（現東京

法律会計事務所）開設　所長

平成16年３月 当社取締役（現任）

（注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

常勤監査役  細江　昌宏 昭和20年２月13日生

平成10年４月 兼松株式会社東京本社審査・

法務・関連事業グループ長

平成15年６月 当社入社　社長付次長

平成19年３月 当社常勤監査役（現任）

（注）５ －

監査役  戸田　譲三 昭和30年３月21日生

昭和56年８月 税理士戸田芳夫事務所入所

昭和62年３月 税理士資格登録

昭和63年４月 戸田譲三事務所開設

平成９年３月 当社監査役（現任）

（注）５ 7

監査役  早勢　要 昭和23年８月29日生

昭和47年１月 税理士資格登録

昭和51年４月 早勢　要税理士事務所開設

昭和63年７月 株式会社アイ・ディー・ユー

代表取締役（現任）

平成16年３月 当社監査役（現任）

（注）６ 0

    計  677

　（注）１．監査役戸田譲三および監査役早勢要は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　２．所有株式数には役員持株会を通じて平成20年３月28日現在所有している株式数を含めて記載しております。

３．取締役清水紀代志および取締役米山健也は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

４．平成20年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成19年３月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成20年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主・顧客・取引先・従業員等への利益の最大化を図るため、健全で透明な経営体制を充実していくこと

と、コンプライアンス（法令遵守）を徹底していくことを経営の重要課題と位置付けており、機能的かつ効率的なコー

ポレートガバナンス体制を確立すべく、取締役会・監査役会等の経営機構の充実に取り組んでおります。

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況、会社の機関の基本説明

①取締役会

　取締役会は、取締役6名で構成されており、６名中２名が社外取締役であり、この２名は「債権管理回収業に関する特

別措置法」第５条第４項に定める取締役弁護士であります。

取締役会は毎月１回の定例取締役会を開催する他、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会は、取

締役会規程に従い、経営基本方針・戦略を始めとして、経営上重要な決定をしており、業績の進捗状況、業務の執行状況

が報告されており、監査役３名(内２名社外監査役）も出席し、必要に応じて意見を述べる等、取締役の職務執行を監視

しております。

②監査役会

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名は社外監査役であります。監査役は、毎月１度の定例取締

役会において活発に意見や質問を述べ、取締役の業務執行状況および取締役会の運営や議案決議の適法性・妥当性を

監視しております。

　また、監査役は、上記定例取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁

書類等を閲覧し、各部門の責任者と面談するとともに、業務および財産の状況を調査しております。決算期においては、

会計帳簿の調査、計算書類および附属明細書につき検討を加えた上で、監査報告書を作成しております。

　さらに、監査役は内部監査室および会計監査人と相互に連携し、監査の実効性の向上に努めております。

③会計監査人

当社は、会社法および金融商品取引法に基づく外部監査人として監査法人トーマツによる監査を受けており、当該監

査法人に関する事項は以下のとおりであります。

公認会計士の氏名等 所属監査法人

指定社員

業務執行社員　　中川　幸三
監査法人トーマツ 

指定社員

業務執行社員　　芝田　雅也
監査法人トーマツ 

(注)当社に係る継続監査年数が７年を超えないため、当該継続年数の記載を省略しております。また、監査業務に係る補

助者は公認会計士２名、会計士補等４名であります。

④内部監査室

　社内における業務遂行の適正性をチェックするための内部監査室を社長直轄機関として設置し、担当者３名を配置し

ております。

　また、監査役、会計監査人とのミーティングにおいて意見交換などを行い、監査の実効性の向上に努めております。
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（3）コーポレート・ガバナンスの体制

　当社のコーポレート・ガバナンスの体制を図式化すると下記のとおりとなります。

 

 （4）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

・取締役および監査役が出席する取締役会を毎月１回以上開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を

協議決定いたしました。

・「コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況」に記載のとおり、当社の内部管理体制につきましては、監査

役が取締役の職務執行の監視を行っており、毎月開催される定例の取締役会に出席し意見を述べるとともに監査役

会において取締役の職務執行の監査結果を協議するほか、取締役並びに各部門責任者と定期的に面談を行って、業務

執行状況の把握と情報の共有化を図りました。

・各部門から独立した社長直轄の内部監査室は、監査計画に基づき当社各部門および子会社の業務監査および会計監

査を実施し、取締役に対する監査結果の報告並びに被監査部門に対するフォローアップ監査を行っております。

また、内部管理体制の充実を図るため、内部監査室が中心となり、社内規程の見直し・業務改善の施策の検討に着

手し、業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性向上に努めてまいりました。

 　・当社および子会社の役職員を対象とした個人情報保護法の勉強会等も実施し、コンプライアンスの強化を図るととも

に、個人情報・社内情報の管理に関するマニュアルの整備、社員教育をはじめとした啓蒙活動を行っており、内部情

報管理の重要性などを周知徹底させました。

 ・上記のほか、当社の経営戦略や財務状況等を的確にご理解いただけるよう、経営トップ自らがＩＲ活動に取組み、年

２回の定例の決算説明会に加え、国内外の機関投資家の皆様と直接意見交換を行う機会を設けました。
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（5）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係

当社と社外取締役清水紀代志氏および社外監査役戸田譲三氏並びに社外監査役早勢要氏が代表取締役であり議決権

の過半数を所有している会社は賃貸借契約を締結しており、当社が賃借料を一括立替しておりますので、立替金の精算

を行っております。

　なお、社外取締役米山健也氏と会社との人的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

 

 （6）リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、同規程においてリスクカテゴリー毎に責任部署を定め、グ

ループ全体のリスク管理体制を構築しております。不測の事態が発生した場合には、代表取締役を本部長とする対策本

部を設置し、顧問弁護士等を含む外部専門家の助言を得て迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止め

る体制を整えることとしております。

 

（7）役員報酬および監査報酬の内容

当期における当社の取締役および監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであり

ます。

役員報酬  

 社内取締役に支払った報酬（注）１． 100,466千円

 社外取締役に支払った報酬 9,000千円

 社内監査役に支払った報酬 6,503千円

 社外監査役に支払った報酬 4,800千円

 監査報酬  

 監査証明に係る報酬（注）２． 17,500千円

 上記以外の業務に係る報酬 －　千円

 　（注）１．上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む）23,142千円を支給しております。

　　　　２．公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬であります。

  （8）取締役の定数

当社の取締役は６名以内とする旨定款に定めております。

 

（9）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 

（10）自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を定款

に定めております。

これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株式を取得

することを目的とするものであります。

 

 （11）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   821,302   1,247,896  

２. 売掛金   323,841   298,060  

３．買取債権   1,928,219   2,199,346  

４．たな卸資産   51,471   80,095  

５．繰延税金資産   83,531   199,142  

６．未収入金   78,978   142,891  

７．その他   25,692   28,227  

貸倒引当金   △156,368   △402,035  

流動資産合計   3,156,667 77.8  3,793,624 70.8

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物  78,731   79,531   

減価償却累計額  49,502 29,229  53,850 25,681  

(2)土地   573   573  

(3)その他  59,582   61,703   

減価償却累計額  28,479 31,103  35,856 25,847  

有形固定資産合計   60,907 1.5  52,102 1.0

２．無形固定資産        
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(1)その他   821   821  

無形固定資産合計   821 0.0  821 0.0

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券  ※１  477,632   1,135,999  

(2)繰延税金資産   83,881   85,002  

(3)差入保証金・敷金   178,630   190,565  

(4)その他   97,956   99,870  

投資その他の資産合計   838,101 20.7  1,511,437 28.2

固定資産合計   899,830 22.2  1,564,360 29.2

資産合計   4,056,498 100.0  5,357,985 100.0

        
 

EDINET提出書類

株式会社山田債権回収管理総合事務所(E05275)

有価証券報告書

34/88



  
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   20,375   62,028  

２. 短期借入金   250,000   745,000  

３．未払法人税等   141,221   280,751  

４．前受金   31,137   79,986  

５．賞与引当金   5,363   10,895  

６．その他   176,674   142,000  

流動負債合計   624,771 15.4  1,320,661 24.6

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   96,954   111,746  

２．預り保証金   48,471   48,939  

固定負債合計   145,425 3.6  160,685 3.0

負債合計   770,197 19.0  1,481,346 27.6

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   1,084,500 26.7  1,084,500 20.2

２．資本剰余金   928,345 22.9  941,847 17.6

３．利益剰余金   1,367,709 33.7  1,694,347 31.6

４．自己株式   △121,915 △3.0  △35,079 △0.6

　　株主資本合計   3,258,640 80.3  3,685,615 68.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  22,319 0.6  31,293 0.6

　　評価・換算差額等合計   22,319 0.6  31,293 0.6

Ⅲ　少数株主持分   5,341 0.1  159,728 3.0

純資産合計   3,286,301 81.0  3,876,638 72.4

負債純資産合計   4,056,498 100.0  5,357,985 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,009,870 100.0  2,605,605 100.0

Ⅱ　売上原価   1,012,101 50.4  1,283,224 49.2

売上総利益   997,769 49.6  1,322,380 50.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  540,185 26.8  757,670 29.1

営業利益   457,584 22.8  564,709 21.7

Ⅳ　営業外収益        

１．家賃収入  3,623   4,280   

２．受取事務代行収入  127,678   124,321   

３．投資事業組合利益  ―   58,787   

４．その他  8,021 139,323 6.9 19,736 207,126 7.9

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  4,142   57,735   

２．家賃原価  2,578   3,463   

３．投資事業組合損失  5,033   10,316   

４．持分法による投資損失　  ―   15,952   

５．その他  315 12,070 0.6 2,058 89,526 3.4

経常利益   584,836 29.1  682,309 26.2

Ⅵ　特別損失        

１．固定資産除却損  ―   693   

２．投資有価証券評価損  4,933 4,933 0.2 ― 693 0.0

税金等調整前当期純利
益

  579,903 28.9  681,616 26.2

法人税、住民税及び事業
税

 303,614   412,914   

法人税等調整額  △4,969 298,645 14.9 △120,513 292,400 11.3

少数株主利益   543 0.0  357 0.0

当期純利益   280,714 14.0  388,858 14.9
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日　残高（千円） 1,084,500 929,809 1,149,156 △125,982 3,037,483

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注） － － △62,161 － △62,161

当期純利益 － － 280,714 － 280,714

自己株式の処分 － △1,463 － 4,067 2,604

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ △1,463 218,553 4,067 221,157

平成18年12月31日　残高（千円） 1,084,500 928,345 1,367,709 △121,915 3,258,640

 

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日　残高（千円） － － 4,797 3,042,280

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注） － － － △62,161

当期純利益 － － － 280,714

自己株式の処分 － － － 2,604

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

22,319 22,319 543 22,863

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

22,319 22,319 543 244,020

平成18年12月31日　残高（千円） 22,319 22,319 5,341 3,286,301

 （注）平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高（千円） 1,084,500 928,345 1,367,709 △121,915 3,258,640

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 － － △62,221 － △62,221

当期純利益 － － 388,858 － 388,858

自己株式の処分 － 13,502 － 86,835 100,337

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ 13,502 326,637 86,835 426,974

平成19年12月31日　残高（千円） 1,084,500 941,847 1,694,347 △35,079 3,685,615

 

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日　残高（千円） 22,319 22,319 5,341 3,286,301

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当 － － － △62,221

当期純利益 － － － 388,858

自己株式の処分 － － － 100,337
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評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

8,974 8,974 154,387 163,362

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

8,974 8,974 154,387 590,337

平成19年12月31日　残高（千円） 31,293 31,293 159,728 3,876,638

EDINET提出書類

株式会社山田債権回収管理総合事務所(E05275)

有価証券報告書

38/88



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

税金等調整前当期純利
益

 579,903 681,616

減価償却費  10,994 13,166

買取債権回収益  △170,133 △832,816

貸倒引当金の増加額  87,349 261,335

退職給付引当金の増加
額

 19,093 14,791

投資事業組合利益  － △58,787

投資有価証券評価損  4,933 －

支払利息  4,142 57,735

売上債権の増減額（増
加：△）

 △27,397 25,780

たな卸資産の増加額  △670 △28,624

未収入金の増減額（増
加：△）

 59,221 △54,441

仕入債務の増加額  10,245 41,652

未払金の増減額（減
少：△）

 △30,746 5,969

前受金の増減額
(減少：△)  △142,770 49,641

預り金の増減額
(減少：△)  43,390 △54,439

買取債権の購入による
支出

 △819,100 △6,882,662

買取債権の回収による
収入

 692,674 7,428,662

その他
 

△18,602 36,264

小計 302,528 704,844

利息及び配当金の受取
額

 253 2,500

利息の支払額  △4,487 △60,949

法人税等の支払額  △594,565 △272,601

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △296,272 373,793
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

   

定期預金預入による支
出

 △20,000 △10,000

定期預金払戻による収
入

 115,018 12,021

投資有価証券の取得によ
る支出 

 － △349,733

投資事業組合出資金の
払込による支出

 △403,600 △2,776,400

投資事業組合出資金の
返還による収入

 51,871 2,624,589

有形固定資産の取得に
よる支出

 △17,778 △3,883

保証金の差入による支
出

 △61,782 △24,135

保証金の返還による収
入

 50,000 18,548

その他  1,438 △4,230

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △284,832 △513,223

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

   

短期借入れによる収入  3,030,000 12,466,000

短期借入金の返済によ
る支出

 △2,780,000 △11,971,000

配当金の支払額  △62,147 △62,014

子会社設立に伴う少数
株主からの払込による
収入 

 － 1,000

子会社である匿名組合
に係る出資金の預りに
よる収入 

 － 685,520

子会社である匿名組合
に係る出資金の払戻し
による支出 

 － △651,584

自己株式売却による収
入 

 2,604 100,337

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 190,456 568,258

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減
額

 △390,648 428,828

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

 1,125,788 739,427

Ⅵ　新規連結子会社の現金及び
現金同等物の期首残高

 4,287 －

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※1 739,427 1,168,256
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　　　　　　５社

連結子会社の名称

　㈱船井財産コンサルタンツ横浜

ワイエスインベストメント㈱

　㈱日本エスクロー信託

　その他２社

　当連結会計年度より実質的に支配してい

る子会社２社を連結の範囲に含めており

ます。　

連結子会社の数　　　　　　　　８社

連結子会社の名称

　㈱船井財産コンサルタンツ横浜

ワイエスインベストメント㈱

　㈱日本エスクロー信託　　

　 ㈱山田知財再生 

 　投資事業組合等２組合

 　その他２社

 　当連結会計年度において㈱山田知財再生

を新たに設立したことにより、連結子会社

に含めることとしております。

   当連結会計年度より実質的に支配して

いる投資事業組合等２組合を連結の範囲

に含めております。

２．持分法の適用に関する事

項

 持分法適用の関連会社数　　　　１社

 主要な会社等の名称　　　　

   六本木７丁目ビル任意組合

   当連結会計年度より六本木７丁目ビル任

意組合を持分法適用会社に含めておりま

す。これは、当連結会計年度中に当社が新た

に六本木７丁目ビル任意組合に出資したこ

とにより、関連会社に該当することとなっ

たため、持分法適用の関連会社に含めるこ

ととしたものであります。

 持分法適用の関連会社数　　　　３社

 主要な会社等の名称　　　　

   六本木７丁目ビル任意組合

 　水上高原リゾート㈱

 　荻窪ビル任意組合

   当連結会計年度より水上高原リゾート

㈱を持分法適用会社に含めております。こ

れは、当連結会計年度中に当社が新たに水

上高原リゾート㈱の株式を取得したこと

により、関連会社に該当することとなった

ため、持分法適用の関連会社に含めること

としたものであります。

 　当連結会計年度より荻窪ビル任意組合を

持分法適用会社に含めております。これ

は、当連結会計年度中に当社が荻窪ビル任

意組合の出資持分を譲り受けたことによ

り、関連会社に該当することとなったた

め、持分法適用の関連会社に含めることと

したものであります。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち㈱日本エスクロー信託

の決算日は３月31日であります。連結財務

諸表の作成に当たっては、㈱日本エスク

ロー信託の９月30日現在の仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。なお、上記以外の連結子会社

の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。

　同　　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ　有価証券

     その他有価証券

　　時価のあるもの

連結会計年度末の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

 　　時価のないもの

　　　 移動平均法による原価法

       なお、投資事業有限責任組合及びこ

れに類する組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて

入手可能の最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

イ　有価証券

     その他有価証券

　　　同　　左

 　　時価のないもの

 　　　移動平均法による原価法

　　 　なお、投資事業有限責任組合及びこれに

類する組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて

入手可能の最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。　

 ロ　たな卸資産

　　①　仕掛品

　　　個別法による原価法

ロ　たな卸資産

　　　同　　左

 　　②　貯蔵品

　　　最終仕入原価法

 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ　有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物15～47年

イ　有形固定資産

　　　同　　左

 ロ　無形固定資産

　　　定額法

ロ　　　　　―――――

 ハ　投資不動産

定率法

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物15～47年

ハ　投資不動産

同　　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(3)重要な引当金の計上基準 イ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

イ　貸倒引当金

　　　同　　左

 ロ　賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち、当連

結会計年度の負担額を計上しており

ます。

ロ　賞与引当金

　　　同　　左

 ハ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

に基づき計上しております。

ハ　退職給付引当金

　　　同　　左

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　　　同　　左

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

税抜方式によっており、控除対象外消費税

等については、当連結会計年度の費用とし

て処理しております。

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

　　　同　　左

６．連結調整勘定の償却に関

する事項

　連結調整勘定の償却については、重要性

がない場合を除き、発生年度より5年間で

均等償却しております。

―――――

７．のれんの償却に関する事

項

――――― のれんの償却については、重要性がない場

合を除き、発生年度より5年間で均等償却

しております。

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

　　　同　　左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は3,280,960千円で

あります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。 

(固定資産の減価償却方法の変更)

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４

月１日以後に取得した固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に

与える影響額は、軽微であります。　　

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 ―――――

 

  

 

 

 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）　

（1）前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「定期

預金払戻による収入」は当連結会計年度において重要

性が増したため、区分掲記することといたしました。

なお、前連結会計年度の「定期預金払戻による収入」

は2,032千円であります。

（連結損益計算書）

（1）前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「投資事業組合利益」は、当連結

会計年度において、営業外収益の総額の100分の10を超

えたため区分掲記することといたしました。

なお、前連結会計年度の「投資事業組合利益」は475

千円であります。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

（1）前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「投資

事業組合利益」は当連結会計年度において重要性が増

したため、区分掲記することといたしました。

なお、前連結会計年度の「投資事業組合利益」は475

千円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年12月31日）

当連結会計年度
（平成19年12月31日）

 ※１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　　　投資有価証券（投資事業組合出資金）  70,316千円

 ※１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 投資有価証券（株式）　　　　　　   230,067千円

投資有価証券（投資事業組合出資金） 335,500千円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

　　　役員報酬　　　　　　　　　   128,778千円

　　　給与手当・賞与　　　　　　    67,035千円

　　　支払手数料　　　　　　　　　 112,801千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　    87,349千円

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

　　　役員報酬　　　　　　　　　 　132,520千円

　　　給与手当・賞与　　　　　　    80,718千円

　　　支払手数料　　　　　　　　　 144,823千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　   261,335千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,268,000 － － 4,268,000

合計 4,268,000 － － 4,268,000

自己株式     

普通株式 123,900 － 4,000 119,900

合計 123,900 － 4,000 119,900

 （注）普通株式の自己株式の株式数の減少は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年３月28日

定時株主総会
普通株式 62,161 15 平成17年12月31日 平成18年３月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 62,221 利益剰余金 15 平成18年12月31日 平成19年３月30日

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,268,000 － － 4,268,000

合計 4,268,000 － － 4,268,000

自己株式     

普通株式 119,900 － 85,400 34,500

合計 119,900 － 85,400 34,500

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少は、次のとおりであります。

ストックオプションの権利行使による減少　　　　　　　　　　　　　　 500株

自己株式の売却による減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　84,900株

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月29日

定時株主総会
普通株式 62,221 15 平成18年12月31日 平成19年3月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

EDINET提出書類

株式会社山田債権回収管理総合事務所(E05275)

有価証券報告書

46/88



決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月28日

定時株主総会
普通株式 84,670 利益剰余金 20 平成19年12月31日 平成20年3月31日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在）

（千円）

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年12月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 821,302

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △81,382

別段預金 △492

現金及び現金同等物 739,427

現金及び預金勘定 1,247,896

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △79,399

別段預金 △240

現金及び現金同等物 1,168,256

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

期末残高
相当額

(千円)

有形固定資産
「その他」

75,445 38,515 36,929

無形固定資産 255,124 88,665 166,459

合計 330,570 127,180 203,389

 
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

期末残高
相当額

(千円)

有形固定資産
「その他」

89,210 42,329 46,881

無形固定資産 232,656 110,402 122,254

合計 321,867 152,731 169,135

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内       60,664千円

１年超    144,632千円

　合計      205,297千円

１年内   62,977千円

１年超     108,656千円

　合計 171,633千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料     66,947千円

減価償却費相当額     64,426千円

支払利息相当額     3,344千円

支払リース料     68,848千円

減価償却費相当額 66,207千円

支払利息相当額 3,221千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　同　　左
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（有価証券関係）

 　　　（前連結会計年度）

　　　　 有価証券

         １．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年12月31日）

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 600 38,200 37,600

合計 600 38,200 37,600

 　　　　２．時価評価されていない主な有価証券の内容　

 前連結会計年度（平成18年12月31日）

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 2,066

投資事業組合出資金 367,049

 （注）その他有価証券で時価のない株式について4,933千円の減損処理を行っております。なお、減損処理にあたっては発

行会社の財政状態の悪化により実質価額が帳簿価額に比べ50％以上下落し、回復可能性が乏しいと認められた場

合、減損処理を行っております。

 　　　（当連結会計年度）

　　　　 有価証券

         １．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年12月31日）

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 100,333 147,240 46,906

合計 100,333 147,240 46,906

 　　　　２．時価評価されていない主な有価証券の内容　

 当連結会計年度（平成19年12月31日）

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 2,000

投資事業組合出資金 421,191

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成18年1月1日　至平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自平成19年1月1日　至平成19

年12月31日）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

(1)退職給付債務（千円） 96,954 111,746

(2)退職給付引当金（千円） 96,954 111,746

３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(1)勤務費用（千円） 25,252 21,798

(2)出向者に係る退職給付費用（千円） △7,930 △8,011

(3)退職給付費用合計（千円） 17,322 13,786

（注）出向者に係る退職給付費用は出向先負担額を精算したものであります。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年３月26日定時株主総会決議

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役５名、当社監査役３名及び当社従業員99名

ストック・オプション数（注） 普通株式　119,000株

付与日 平成15年６月18日

権利確定条件 該当事項はありません。 

対象勤務期間 該当事項はありません。  

権利行使期間 平成17年４月１日から平成20年３月31日まで

 （注）株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年３月26日定時株主総会決議

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 30,500

権利確定 －

権利行使 4,000

失効 －

未行使残 26,500

②　単価情報

 
平成15年３月26日定時株主総会決議

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 651

行使時平均株価　　　　　（円） 2,759

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年３月26日定時株主総会決議

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役５名、当社監査役３名及び当社従業員99名

ストック・オプション数（注） 普通株式　119,000株

付与日 平成15年６月18日

権利確定条件 該当事項はありません。 

対象勤務期間 該当事項はありません。  

権利行使期間 平成17年４月１日から平成20年３月31日まで

 （注）株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について
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は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年３月26日定時株主総会決議

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 26,500

権利確定 －

権利行使 500

失効 1,000

未行使残 25,000

②　単価情報

 
平成15年３月26日定時株主総会決議

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 651

行使時平均株価　　　　　（円） 1,200
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１.　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）  

貸倒引当金繰入限度超過額  62,015千円

未払事業税 11,345

その他 10,421

繰延税金資産（流動）小計 83,782

評価性引当額 △251

繰延税金資産（流動）合計 83,531
  

繰延税金資産（固定）  

減損損失否認 57,755千円

税務上の繰越欠損金 23,656

退職給付引当金否認 39,402

その他 2,004

繰延税金資産（固定）小計 122,818

評価性引当額 △23,656

繰延税金資産（固定）合計 99,162

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 15,280

繰延税金負債（固定）合計 15,280

繰延税金資産（固定）の純額 83,881

繰延税金資産（流動）  

貸倒引当金繰入限度超過額 163,387千円

未払事業税 22,795

その他 14,799

繰延税金資産（流動）小計 200,981

評価性引当額 △1,839

繰延税金資産（流動）合計 199,142
  

繰延税金資産（固定）  

減損損失否認 56,619千円

税務上の繰越欠損金 29,488

退職給付引当金否認 45,413

その他 2,032

繰延税金資産（固定）小計 133,553

評価性引当額 △29,488

繰延税金資産（固定）合計 104,065

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 19,062

繰延税金負債（固定）合計 19,062

繰延税金資産（固定）の純額 85,002

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 　40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目

5.9％

評価性引当額の増加 3.9％

その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率

51.5％

法定実効税率 　40.6％

（調整）  

住民税均等割 0.7 ％ 

交際費等永久に損金に算入されない

項目

0.7 ％

評価性引当額の増加 1.1 ％

その他 △0.2 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率

42.9％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年１月１日　

至　平成19年12月31日）

　当社グループは登記関連サービスを事業内容とする単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情

報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年１月１日　

至　平成19年12月31日）

　当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、該当事項はあ

りません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年１月１日　

至　平成19年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

(1)役員及び個人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 山田　晃久 ― ―

当社代表

取締役社

長

(被所有)

直接15.7%

間接25.7%

― (注)1

登記サービ

ス業務

(注)2.(1)

(2)

990,699 預り金 57,890

受取事務代

行収入

(注)2.(3)

127,106 ― ―

出向者に係

る人件費等

の立替

(注)2.(4)

1,172,086 ― ―

役員 清水　紀代志 ― ―

当社取締

役

清水総合

法律事務

所代表

(被所有)

直接0.0%
― ―

賃借料の立

替
35,935 ― ―

不動産賃貸

による預り

保証金 

― ― 31,080

役員 戸田　譲三 ― ―

当社監査

役

戸田譲三

税理士事

務所代表

(被所有)

直接0.1%
― ―

賃借料の立

替
4,558 ― ―

不動産賃貸

による預り

保証金 

― ― 3,214

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む）

㈱ワイ・エス

・シー

(注)5

横浜市

西区
20,000

不動産の

売買・賃

貸・仲介

に関する

業務

なし なし なし
賃借料の立

替
1,979 ― ―

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む）

㈱アイ・

ディー・ユー

(注)6

東京都

千代田

区

20,000

経営・経

理の記帳

代行及び

コンサル

ティング

なし 役員1名 なし

賃借料の立

替
15,898 ― ―

不動産賃貸

による預り

保証金  

― ― 13,631

（注）１．山田晃久の経営する個人事務所「山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所」（以下山田晃久事務所）より、

登記申請書類・添付書類等、登記申請業務に必要な一切の書類の作成業務を受託しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 当社が行っている登記サービス業務（登記申請書類・添付書類のタイプ印書、謄写、印刷）の報酬額は、司法書

士報酬規定、土地家屋調査士報酬規定上明確でないため、報酬総額を当社及び山田晃久事務所の人件費等総

原価割合で按分、決定しております。

(2) 預り金については、債権債務を相殺処理した後の精算後の金額であります。

当社にて債権の回収業務を行っているため、山田晃久事務所に対する売掛金はありません。
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(3) 受取事務代行収入については、販売費及び一般管理費のうち、山田晃久事務所負担分を販売事務の代行手数料

として、受け取っております。

山田晃久事務所負担分は、当社売上高と山田晃久事務所売上高の比率に応じて決定しております。

(4) 出向者に係る人件費等の立替は、実際発生額を精算したものであります。

３．山田晃久に対する債権債務は、毎月末に相殺処理を行っております。

４．山田晃久の間接所有は、同氏が99％所有する㈲ヤマダの所有によるものであります。

５．当社代表取締役山田晃久及びその近親者が議決権の98％を直接所有する会社であります。

６．当社監査役早勢要が議決権の100％を直接所有する会社であります。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

(1)役員及び個人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 山田　晃久 ― ―

当社代表

取締役社

長

(被所有)

直接15.6%

間接25.2%

― (注)１

登記サービ

ス業務

(注)２(1)

(2)

884,721 未収入金 11,931

受取事務代

行収入

(注)２(3)

123,749 ― ―

出向者に係

る人件費等

の立替

(注)２(4)

1,251,267 ― ―

役員 清水　紀代志 ― ―

当社取締

役

清水総合

法律事務

所代表

(被所有)

直接0.0%
― ―

賃借料の立

替
33,215 ― ―

不動産賃貸

による預り

保証金 

― ― 31,080

役員 戸田　譲三 ― ―

当社監査

役

戸田譲三

税理士事

務所代表

(被所有)

直接0.1%
― ―

賃借料の立

替
4,558 ― ―

不動産賃貸

による預り

保証金 

― ― 3,214

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む）

㈱ワイ・エス

・シー

(注)５

横浜市

西区
20,000

不動産の

売買・賃

貸・仲介

に関する

業務

― ― ―
賃借料の立

替
1,979 ― ―

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む）

㈱アイ・

ディー・ユー

(注)６

東京都

千代田

区

20,000

経営・経

理の記帳

代行及び

コンサル

ティング

 ― 役員１名 ―

賃借料の立

替
14,732 ― ―

不動産賃貸

による預り

保証金  

― ― 13,631

（注）１．山田晃久の経営する個人事務所「山田司法書士・土地家屋調査士総合事務所」（以下山田晃久事務所）より、

登記申請書類・添付書類等、登記申請業務に必要な一切の書類の作成業務を受託しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 当社が行っている登記サービス業務（登記申請書類・添付書類のタイプ印書、謄写、印刷）の報酬額は、司法書

士報酬規定、土地家屋調査士報酬規定上明確でないため、報酬総額を当社及び山田晃久事務所の人件費等総

原価割合で按分、決定しております。

(2) 未収入金については、債権債務を相殺処理した後の精算後の金額であります。

当社にて債権の回収業務を行っているため、山田晃久事務所に対する売掛金はありません。
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(3) 受取事務代行収入については、販売費及び一般管理費のうち、山田晃久事務所負担分を販売事務の代行手数料

として、受け取っております。

山田晃久事務所負担分は、当社売上高と山田晃久事務所売上高の比率に応じて決定しております。

(4) 出向者に係る人件費等の立替は、実際発生額を精算したものであります。

３．山田晃久に対する債権債務は、毎月末に相殺処理を行っております。

４．山田晃久の間接所有は、同氏が99％所有する㈲ヤマダの所有によるものであります。

５．当社代表取締役山田晃久及びその近親者が議決権の98％を直接所有する会社であります。

６．当社監査役早勢要及びその近親者が議決権の100％を直接所有する会社であります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額  790円 　 95銭

１株当たり当期純利益  67円 　 68銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
   67円 　 40銭

１株当たり純資産額    877円　  97銭

１株当たり当期純利益 93円  　66銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
   93円    37銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 280,714 388,858

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 280,714 388,858

期中平均株式数（株） 4,147,384 4,151,419

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 17,545 13,186

（うち新株予約権（株）） (17,545) (13,186)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

――――― ―――――
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 　当社は平成19年２月16日開催の取締役会において、投資に

関する決議を行い、実行いたしました。投資の概要は下記の

とおりです。

 ①　不動産ファンドへの出資

 　出資先の名称：㈱船井財産コンサルタンツを営業者とす

る匿名組合

 　金額：　　　　600,000千円

 　出資日：　　　平成19年３月15日

 　上記匿名組合は、㈱船井財産コンサルタンツが取得した不

動産の信託受益権から収益を得る目的で組成された組合で

あり、当社は当該匿名組合の出資金総額の100％を出資して

おります。

 ②　再生ファンドへの出資

 　出資先の名称：㈱船井財産コンサルタンツを営業者とす

る匿名組合

 　金額：　　　　1,028,280千円

 　出資日：　　　平成19年３月16日

 　上記匿名組合は、再生ファンドへ出資する目的で組成され

た組合であり、当社は当該匿名組合の出資金総額の60％を

出資しております。

　また、当該匿名組合は、企業再生ファンド（企業再生のた

めの貸付債権買取を目的として組成された匿名組合）に出

資金総額の47.5％を出資しております。

―――――
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

 短期借入金 250,000 745,000 2.4 －

 １年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

 その他の有利子負債 － － － －

計 250,000 745,000 － －

　（注）「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

（２）【その他】

　　　　　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   492,132   887,174  

２．売掛金   323,610   297,724  

３．買取債権   1,928,219   2,199,346  

４．仕掛品   26,385   34,550  

５．貯蔵品   25,085   45,544  

６．前払費用   23,407   24,199  

７．繰延税金資産   83,531   199,142  

８．未収入金   73,209   120,109  

９. 株主・役員に対する短期
債権 

  －   11,931  

10．その他   2,627   2,622  

11．貸倒引当金   △156,368   △402,035  

流動資産合計   2,821,839 68.2  3,420,309 65.1

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  75,240   76,040   

減価償却累計額  48,831 26,408  52,779 23,260  

２．車両運搬具  14,670   14,670   

減価償却累計額  389 14,280  4,945 9,724  

３．器具備品  41,232   44,316   

減価償却累計額  27,077 14,155  29,664 14,651  

４．土地   573   573  

有形固定資産合計   55,418 1.4  48,211 0.9

(2）無形固定資産        

１．その他   821   821  

無形固定資産合計   821 0.0  821 0.0
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   309,482   149,240  

２．関係会社株式   512,054   764,054  

３．その他の関係会社
　　　有価証券

  －   517,996  

４．関係会社出資金   75,316   －  

５．長期前払費用   477   1,058  

６．繰延税金資産   83,881   85,002  

７．差入保証金・敷金   178,630   173,616  

８．投資不動産  122,706   122,706   

減価償却累計額  37,692 85,014  38,158 84,548  

９．その他   12,464   12,364  

投資その他の資産合計   1,257,323 30.4  1,787,882 34.0

固定資産合計   1,313,562 31.8  1,836,914 34.9

資産合計   4,135,402 100.0  5,257,224 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   20,375   62,028  

２．短期借入金   250,000   745,000  

３．未払金   85,677   91,451  

４．未払費用   3,304   4,908  

５．未払法人税等   140,000   266,390  

６．前受金   31,137   79,494  

７．預り金   18,915   22,091  

８．前受収益   303   567  

９．賞与引当金   4,700   10,675  

10．株主・役員に対する短
期債務 

  57,890   －  

11．その他   8,947   10,247  

流動負債合計   621,251 15.0  1,292,853 24.6
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   96,954   111,746  

２．預り保証金   14,175   14,643  

３．株主・役員に対する長
期債務

  34,295   34,295  

固定負債合計   145,425 3.5  160,685 3.0

負債合計   766,677 18.5  1,453,538 27.6

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   1,084,500 26.2  1,084,500 20.6

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  271,125   271,125   

(2）その他資本剰余金  657,220   670,722   

資本剰余金合計   928,345 22.4  941,847 17.9

３．利益剰余金        

(1）その他利益剰余金        

別途積立金  900,000   900,000   

繰越利益剰余金  555,475   884,573   

利益剰余金合計   1,455,475 35.2  1,784,573 34.0

４．自己株式   △121,915 △2.9  △35,079 △0.7

株主資本合計   3,346,406 80.9  3,775,841 71.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  22,319 0.6  27,843 0.6

評価・換算差額等合計   22,319 0.6  27,843 0.6

純資産合計   3,368,725 81.5  3,803,685 72.4

負債純資産合計   4,135,402 100.0  5,257,224 100.0

        

②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,000,076 100.0  2,555,276 100.0

Ⅱ　売上原価   923,027 46.2  1,259,870 49.3

売上総利益   1,077,048 53.8  1,295,405 50.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  128,778   123,538   

２．給与手当・賞与  67,035   80,718   
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

３．法定福利費  12,135   12,158   

４．賃借料  29,691   25,511   

５．減価償却費  2,684   5,243   

６．支払手数料  112,760   144,816   

７．貸倒引当金繰入額  87,349   261,335   

８．租税公課  12,209   14,847   

９．その他  85,629 538,276 26.9 87,287 755,458 29.6

営業利益   538,772 26.9  539,947 21.1
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  143   1,819   

２．受取配当金  125   385   

３．家賃収入  3,623   4,280   

４．受取事務代行収入  127,678   124,321   

５．投資事業組合利益  －   62,767   

６．その他  7,643 139,213 7.0 3,624 197,198 7.7

        

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  4,142   57,735   

２．家賃原価  2,578   3,463   

３．投資事業組合損失  2,867   5,498   

４．その他  315 9,904 0.5 1,010 67,707 2.6

経常利益   668,082 33.4  669,438 26.2

Ⅵ　特別損失        

１．投資有価証券評価損  4,933 4,933 0.2 － － －

税引前当期純利益   663,149 33.2  669,438 26.2

法人税、住民税及び事業
税

 301,971   398,633   

法人税等調整額  △4,969 297,002 14.9 △120,513 278,119 10.9

当期純利益   366,146 18.3  391,319 15.3
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売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費 ※１ 498,383 53.9 581,902 45.9

Ⅱ　経費 ※２ 426,964 46.1 686,132 54.1

当期総製造費用  925,347 100.0 1,268,035 100.0

期首仕掛品たな卸高  24,065  26,385  

計  949,413  1,294,420  

期末仕掛品たな卸高  26,385  34,550  

当期売上原価  923,027  1,259,870  

      

　（注）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

原価計算の方法は個別原価計算によっております。

※１.労務費のうち、主な内訳は次のとおりでありま

す。

給与手当・賞与　　　　　 424,709千円

法定福利費　　　　　　　　53,797      

賞与引当金繰入額　　       3,481         

退職給付費用　　　        15,051         

原価計算の方法は個別原価計算によっております。

※１.労務費のうち、主な内訳は次のとおりでありま

す。

給与手当・賞与　　　　 　501,092千円

法定福利費　              62,502     

賞与引当金繰入額　　       4,837

退職給付費用　　　        12,452  

※２.経費のうち、主な内訳は次のとおりでありま

す。

外注費　　　　　　　　　 158,890千円

賃借料　　　　 　　　　　106,341 

支払手数料　　　　　　　  46,394

※２.経費のうち、主な内訳は次のとおりでありま

す。

外注費　　　　　　　　　 348,741千円

賃借料　　　　 　　　　　110,698       

支払手数料　　　　　　　  85,609     
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成17年12月31日　残高
（千円）

1,084,500 271,125 658,684 929,809 200,000 951,489 1,151,489 △125,982 3,039,816

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － － － － △62,161 △62,161 － △62,161

別途積立金の積立（注） － － － － 700,000 △700,000 － － －

当期純利益 － － － － － 366,146 366,146 － 366,146

自己株式の処分 － － △1,463 △1,463 － － － 4,067 2,604

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － △1,463 △1,463 700,000 △396,014 303,985 4,067 306,589

平成18年12月31日　残高
（千円）

1,084,500 271,125 657,220 928,345 900,000 555,475 1,455,475 △121,915 3,346,406

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成17年12月31日　残高
（千円）

－ － 3,039,816

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注） － － △62,161

別途積立金の積立（注） － － －

当期純利益 － － 366,146

自己株式の処分 － － 2,604

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

22,319 22,319 22,319

事業年度中の変動額合計
（千円）

22,319 22,319 328,908

平成18年12月31日　残高
（千円）

22,319 22,319 3,368,725

（注）平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高
（千円）

1,084,500 271,125 657,220 928,345 900,000 555,475 1,455,475 △121,915 3,346,406

事業年度中の変動額          

剰余金の配当 － － － － － △62,221 △62,221 － △62,221

当期純利益 － － － － － 391,319 391,319 － 391,319

自己株式の処分 － － 13,502 13,502 － － － 86,835 100,337

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － 13,502 13,502 － 329,097 329,097 86,835 429,435

平成19年12月31日　残高
（千円）

1,084,500 271,125 670,722 941,847 900,000 884,573 1,784,573 △35,079 3,775,841

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日　残高
（千円）

22,319 22,319 3,368,725

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △62,221

当期純利益 － － 391,319

自己株式の処分 － － 100,337

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

5,524 5,524 5,524

事業年度中の変動額合計
（千円）

5,524 5,524 434,959

平成19年12月31日　残高
（千円）

27,843 27,843 3,803,685
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

（1）子会社株式

移動平均法による原価法

（1）子会社株式及び関連会社株式

同　　左

 （2）その他有価証券

時価のあるもの

 事業年度の末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

   時価のないもの

     移動平均法による原価法

 　　なお、投資事業有限責任組合及びこれに

類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可能の最

近の決算書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によっておりま

す。

（2）その他有価証券

時価のあるもの

同　　左

 

 

 

   時価のないもの

   移動平均法による原価法

     なお、投資事業有限責任組合及びこれ

に類する組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約に

規定される決算報告日に応じて入手可

能の最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によってお

ります。  

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

（1）仕掛品

　個別法による原価法

（1）仕掛品

　 同　　左

 （2）貯蔵品

　最終仕入原価法

（2）貯蔵品

　 同　　左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　15～47年

(1) 有形固定資産

同　　左

 (2)無形固定資産

定額法

(2)　　　　―――――

 (3) 投資不動産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　15～47年

(3) 投資不動産

同　　左
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項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同　　左

  (2)賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備える

　ため、将来の支給見込額のうち、当

　　 期の負担額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

同　　　左

 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務に基づき、計

上しております。

(3）退職給付引当金

同　　　左

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同　　　左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

（1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

（1）消費税等の会計処理

税抜方式によっており、控除対象外消費

税等については、当事業年度の費用とし

て処理しております。

（会計方針の変更）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。

  従来の資本の部の合計に相当する金額は、3,368,725千円

であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 

 (固定資産の減価償却方法の変更)

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１

日以後に取得した固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える

影響額は、軽微であります。
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（表示方法の変更）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（貸借対照表） （損益計算書） 

   前期まで流動負債の「預り金」に含めて表示しておりま

した「株主・役員に対する短期債務」は、負債純資産の合

計額の100分の１超であり重要性が増したため区分掲記す

ることに変更しました。

   なお、前期における「株主・役員に対する短期債務」の

金額は7,497千円であります。

前事業計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「投資事業組合利益」は、当事業年度にお

いて、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しました。

なお、前事業年度の「投資事業組合利益」は792千円であ

ります。

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

――――― ―――――

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

――――― ―――――

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

自己株式     

普通株式 123,900 － 4,000 119,900

合計 123,900 － 4,000 119,900

 （注）自己株式の数の減少は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

自己株式     

普通株式 119,900 － 85,400 34,500

合計 119,900 － 85,400 34,500

 （注）自己株式の数の減少の内訳は、次のとおりであります。

 ストック・オプション権利行使による減少　　　　　　　　　　　　　　 　　　    500株

 自己株式の売却による減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　84,900株
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

期末残高
相当額

(千円)

器具備品 75,445 38,515 36,929

無形固定資産 207,610 77,388 130,222

合計 283,055 115,903 167,152

 
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

期末残高
相当額

(千円)

器具備品 89,210 42,329 46,881

無形固定資産 185,141 89,622 95,519

合計 274,352 131,951 142,401

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内    51,286千円

１年超     117,508千円

　合計 168,795千円

１年内       53,462千円

１年超     91,047千円

　合計    144,509千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料      57,102千円

減価償却費相当額    54,923千円

支払利息相当額 2,742千円

支払リース料      59,003千円

減価償却費相当額     56,704千円

支払利息相当額 2,754千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同　　　左

（有価証券関係）

前事業年度（平成18年12月31日現在）

子会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成19年12月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１.　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）  

貸倒引当金繰入限度超過額  62,015千円

未払事業税 11,132

その他 10,383

繰延税金資産（流動）合計 83,531
  

繰延税金資産（固定）  

減損損失否認  57,755千円

退職給付引当金否認 39,402

その他 2,004

繰延税金資産（固定）合計 99,162

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 15,280

繰延税金負債（固定）合計 15,280

繰延税金資産（固定）の純額 83,881

繰延税金資産（流動）  

貸倒引当金繰入限度超過額   163,387千円

未払事業税 21,444

その他 14,310

繰延税金資産（流動）合計 199,142
  

繰延税金資産（固定）  

減損損失否認 56,619千円

退職給付引当金否認 45,413

その他 2,032

繰延税金資産（固定）合計 104,065

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 19,062

繰延税金負債（固定）合計 19,062

繰延税金資産（固定）の純額 85,002

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

法定実効税率 　 40.6％

（調整）  

住民税均等割 0.7％

交際費等永久に損金に算入されない

項目

3.3％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率

44.8％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額       812円11銭

１株当たり当期純利益      88円28銭

１株当たり純資産額       898円47銭

１株当たり当期純利益  94円26銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
     87円91銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
    93円96銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 366,146 391,319

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 366,146 391,319

期中平均株式数（株） 4,147,384 4,151,419

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 17,545 13,186

（うち新株予約権（株）） (17,545) (13,186)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

――――― ―――――
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 　当社は平成19年２月16日開催の取締役会において、投資に

関する決議を行い、実行いたしました。投資の概要は下記の

とおりです。

 ①　不動産ファンドへの出資

 　出資先の名称：㈱船井財産コンサルタンツを営業者とす

る匿名組合

 　金額：　　　　600,000千円

 　出資日：　　　平成19年３月15日

   上記匿名組合は、㈱船井財産コンサルタンツが取得した

不動産の信託受益権から収益を得る目的で組成された組合

であり、当社は当該匿名組合の出資金総額の100％を出資し

ております。

 ②　再生ファンドへの出資

 　出資先の名称：㈱船井財産コンサルタンツを営業者とす

る匿名組合

 　金額：　　　　1,028,280千円

 　出資日：　　　平成19年３月16日

 　上記匿名組合は、再生ファンドへ出資する目的で組成され

た組合であり、当社は当該匿名組合の出資金総額の60％を

出資しております。

　また、当該匿名組合は、企業再生ファンド（企業再生のた

めの貸付債権買取を目的として組成された匿名組合）に出

資金総額の47.5％を出資しております。

―――――
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有

価証券

㈱船井財産コンサルタンツ 555 102,120

㈱日本Ｍ＆Ａセンター 80 45,120

明和工業㈱ 500 2,000

みなとみらいキャピタル㈱ 100 0

計 1,235 149,240

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        

建物 75,240 800 － 76,040 52,779 3,947 23,260

車両運搬具 14,670 － － 14,670 4,945 4,555 9,724

器具備品 41,232 3,083 － 44,316 29,664 2,587 14,651

土地 573 － － 573 － － 573

有形固定資産計 131,717 3,883 － 135,601 87,389 11,090 48,211

無形固定資産        

その他 － － － 821 － － 821

無形固定資産計 － － － 821 － － 821

投資その他の資産        

長期前払費用 1,576 1,000 － 2,576 1,517 419 1,058

投資不動産        

建物 46,920 － － 46,920 38,158 465 8,762

土地 75,786 － － 75,786 － － 75,786

小計 122,706 － － 122,706 38,158 465 84,548

投資その他の資産計 124,282 1,000 － 125,282 39,676 885 85,606

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）無形固定資産の金額が、資産総額の100分の1以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 156,368 276,109 15,668 14,773 402,035

賞与引当金 4,700 10,675 4,700 ― 10,675

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権についての洗替えによる戻入額4,204千円及び買取債権の当

期回収額10,568千円であります。

　　　 ２．賞与引当金の当期増加額のうち、5,202千円は出向者に係る要繰入額であり、出向先より同額を受け入れておりま

す。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 856

預金の種類  

当座預金 58

普通預金 623,618

通知預金 183,000

定期預金 79,399

別段預金 240

小計 886,317

合計 887,174

②　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

一般顧客 225,470

エム・ユー・フロンティア債権回収（株） 37,610

水上高原リゾート（株） 13,684

三菱ふそうトラック・バス（株） 12,768

（株）アコーディア・ゴルフ 8,190

合計 297,724

（注）一般顧客については、相手先の金額が僅少であり、かつその件数が多数であるため、個別の記載は省略しておりま

す。

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

―――――
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
―――――
２

――――――
(B)

―――――
365

323,610 4,167,071 4,192,957 297,724 93.4 27.2

　（注）１．当期発生高には消費税等が含まれております。

２．顧客に対する請求及び回収は、当社で一括して行っているため、司法書士等の売上高が、売掛金の当期発生高

に含まれております。
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③　買取債権

区分 金額（千円）

法人 1,098,498

個人 1,100,847

合計 2,199,346

④　仕掛品

区分 金額（千円）

測量サービス業務 34,550

合計 34,550

⑤　貯蔵品

品名 金額（千円）

収入印紙・登記印紙 45,481

その他 62

合計 45,544

⑥　関係会社株式

関係会社名 金額（千円）

ワイエスインベストメント㈱ 300,000

水上高原リゾート㈱ 250,000

㈱日本エスクロー信託 200,000

㈱船井財産コンサルタンツ横浜 12,054

㈱山田知財再生 2,000

合計 764,054

⑦　その他の関係会社有価証券

関係会社名 金額（千円）

荻窪ビル任意組合 265,500

㈱船井財産コンサルタンツを営業者とする匿名組合 131,255

六本木７丁目ビル任意組合 70,000

㈱船井財産コンサルタンツを営業者とする匿名組合 46,241

有限責任中間法人山田再生ファンド 5,000

合計 517,996

⑧　買掛金

相手先 金額（千円）

エム・ユー・フロンティア債権回収㈱ 22,164

㈱ユウキ 9,366

㈲ワンエイト 7,047

㈲オオタ測量設計 6,615
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相手先 金額（千円）

㈲プラス事務所 3,885

その他 12,950

合計 62,028

 　　 ⑨　短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱横浜銀行 600,000

㈱りそな銀行 145,000

合計 745,000

 　　 ⑩　未払法人税等

区分 金額（千円）

法人税 176,111

住民税 38,680

事業税 51,598

合計 266,390

（３）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社山田債権回収管理総合事務所(E05275)

有価証券報告書

80/88



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から１２月３１日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 １２月３１日

株券の種類 100株券　1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日
  ６月３０日

１２月３１日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都港区芝三丁目３３番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目３３番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店、出張所

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都港区芝三丁目３３番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目３３番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店、出張所

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、自己その他のやむを得ない事由により電子公

告をすることができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法

とする。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて募

集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利ならびに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権

利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)　自己株券買付状況報告書

     報告期間　自平成18年12月１日至平成18年12月31日

     平成19年１月12日関東財務局長に提出

(2)　自己株券買付状況報告書

     報告期間　自平成19年１月１日至平成19年１月31日

     平成19年２月９日関東財務局長に提出

(3)　自己株券買付状況報告書

   　報告期間　自平成19年２月１日至平成19年２月28日

   　平成19年３月12日関東財務局長に提出

(4)　有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第26期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）平成19年３月29日関東財務局長に提出

(5)　自己株券買付状況報告書

報告期間　自平成19年３月１日至平成19年３月31日

平成19年４月10日関東財務局長に提出

(6)　半期報告書

（第27期中）（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月14日関東財務局長に提出

(7)　有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月19日関東財務局長に提出

事業年度（第23期）（自　平成15年１月１日　至　平成15年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(8)　有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月19日関東財務局長に提出

事業年度（第24期）（自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(9)　有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月19日関東財務局長に提出

事業年度（第25期）（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(10) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月19日関東財務局長に提出

事業年度（第26期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(11) 半期報告書の訂正報告書

平成19年10月31日関東財務局長に提出

（第27期中）（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

(12) 臨時報告書

平成19年10月31日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。

(13) 臨時報告書

平成19年12月７日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。
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(14) 臨時報告書

平成20年１月８日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

(15) 臨時報告書の訂正報告書

平成20年１月９日関東財務局長に提出

平成20年１月８日提出の臨時報告書（主要株主の異動）に係る訂正報告書であります。

EDINET提出書類

株式会社山田債権回収管理総合事務所(E05275)

有価証券報告書

83/88



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成１９年３月２９日

株式会社山田債権回収管理総合事務所    

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　幸三　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝田　雅也　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社山田債権回収管理総合事務所の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

山田債権回収管理総合事務所及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年２月１６日開催の取締役会決議に基づき、匿名組合に対する

投資を行っている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成２０年３月２８日

株式会社山田債権回収管理総合事務所    

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　幸三　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝田　雅也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社山田債権回収管理総合事務所の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

山田債権回収管理総合事務所及び連結子会社の平成１９年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成１９年３月２９日

株式会社山田債権回収管理総合事務所    

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　幸三　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝田　雅也　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社山田債権回収管理総合事務所の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第２６期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社山田

債権回収管理総合事務所の平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年２月１６日開催の取締役会決議に基づき、匿名組合に対する

投資を行っている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成２０年３月２８日

株式会社山田債権回収管理総合事務所    

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　幸三　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝田　雅也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社山田債権回収管理総合事務所の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第２７期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社山田

債権回収管理総合事務所の平成１９年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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